Die Übertragung des Vorbehaltseigentums und die Rechtsstellung des Erwerbers by 石口, 修 & Osamu, Ishiguchi
留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位
―最（二小）判平成２２年６月４日の再検討・日独比較法の観点から―
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第１節 本稿における問題点
所有権留保は、売買契約に際して、売主が買主の代金完済までは給付
物（留保商品）の所有権を自分に留保することとし、買主が代金を完済す
ることを停止条件として、買主に所有権を移転することを約する売買契
約の附款として成立する（BGB第４４９条、第１８８条１項、日本割賦販売第７
条、民法第１２７条１項）。この売主・買主という二当事者間の所有権留保
が、所有権留保の原始的な類型である。ところが、近時は、自動車の売
買に代表されるように、売主・買主という売買契約の当事者の中に信販
会社等（一般の信販会社以外に自動車メーカー系列のファイナンス会社があ
る。）、所謂ローン会社が入り（所謂「ローン提携販売」）、この三者間の契
約（合意）により、ローン会社が売主に売買代金を立替払し、当初売主に
存在していた留保所有権をローン会社が譲り受け、あるいは、立替払の
際に担保目的の所有権留保を設定し、ローン会社が原初的に所有権留保
を締結するという契約類型が増えている（１）。それゆえ、本稿において問
題とする留保所有権の譲渡というケースは、まさに、この三者間契約に
基づくローン会社の所有権留保に関する問題である。
ローン会社が自ら原初的に留保所有者となる場合には、留保売主の地
位と類似している。しかし、ローン会社は買主と売買契約を締結してい
るのではないから、留保売主の地位とは異なる（「契約上の地位の移転」
ではない）。つまり、本稿の問題においては、ローン会社は、留保所有
者ではあるが、留保売主の留保買主に対して有する割賦代金債権を立替
払することにより（融資契約）、買主が代金完済によって所有者となり、
この所有者から自動車を担保目的物として提供され、譲渡担保権の設定
を受けた譲渡担保権者と同様の地位に立つ。それゆえ、売買契約におけ
⑴ この類型のほか、集金を保証する保証委託と保証契約を用いた類型（集金
保証契約）とがあり、この類型にも、①割賦販売類型、②立替払類型、③
リース類型がある。この点について、詳細は、小峯勝美「クレジット取引
と自動車の所有権留保⑴」NBL４３０号（１９８９年）２０頁以下、田高寛貴「多当事
者間契約による自動車の所有権留保」金融法務事情１９５０号（２０１２年）４８頁（４９
―５１頁）などを参照。
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る買主の履行遅滞や義務違反に伴う売主の解除権は、売買の当事者では
ないローン会社には存在しえない（もちろん、融資契約としてのローン契
約の支払遅滞やその他の原因による解除権はある）。
そこで、最初に留保所有者が既に存在し、ローン会社が同人から留保
所有権を譲り受けた場合でも、また、当初からローン会社が留保所有者
である場合でも、このローン会社の法的地位が問題となる。即ち、留保
所有権の譲受人は、倒産、民事再生、会社更生手続においては、純然た
る留保所有者（完全所有権者）であるのか、それとも譲り受けの目的が金
融であることから、譲渡担保権者と同様の担保権者として処遇されるの
かという問題である。また、この地位の相違は、そのまま、その譲受人
の地位は、取戻権者か（破産法第６２条以下、民再法第５２条）、それとも別除
権者・更生担保権者か（破産法第６５条以下、民再法第５３条、会更法第２条１０
項）という問題となる。
この問題と同じような状況がドイツでも先行的に存在する。ドイツの
判例は、売買契約に基づく単純類型の所有権留保における留保売主の所
有権は、原則として、完全所有権（Volleigentum）であるが、この場合に
おける留保所有権の譲受人は譲渡担保権者と同様の地位にあり、倒産法
上は取戻権（InsO第４７条）ではなく、別除権（InsO第５０条）を有するものと
解している（後掲BGH. ２７. ３. ２００８）。この場合には、留保所有権譲渡の目
的が金融だからである。即ち、この留保所有権の譲受人は、譲渡担保権
者と同様、立替払という金融信用取引（Geldkredit）における与信者とい
う地位を獲得したものと解されているのである（これに対して、売主の留
保所有権は商品信用取引〔Warenkredit〕に基づく与信行為の効果である）。
しかし、この場合には、倒産手続上の制限がある。即ち、倒産手続開
始前の強制執行は、仮倒産管財人の保全処分申立てにより、一時停止
や、将来の担保権実行の禁止が可能である（InsO第２１条２項３号：裁判所
は、強制執行が不動産に関するものでないときは、債務者に対する強制執行
の処分を禁止し、もしくは一時的に停止することができる）。
近時のわが国の学説及び実務家の見解においては、所有権留保は、す
べての類型において担保権であると解され、留保所有者は担保権者であ
ると構成された結果、留保買主の倒産手続において、取戻権（破産法第
《論 説》
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６２条―第６４条）を取得しえず、別除権（同法第６５条）を有するに過ぎないと
いう見解が通説であるかのように捉えられている（２）。しかし、このよう
な取扱いは、所有権留保の本質を見誤っているというか、本質論を無視
し、あるいは軽視した結果であり、妥当性を欠くものである。あくまで
も、売主・買主という二当事者間の所有権留保は、商品信用取引であ
り、金融信用取引ではないという本質を重視すべきである。
次に、民事再生手続では種々の制限がある。次段において近時の中心
的な判例として掲げて考察する最（二小）判平成２２年６月４日において
は、留保所有権の譲受人と民事再生法第４５条の登記・登録上の制限との
関係、即ち、留保所有権の目的物である自動車の登録をめぐる対抗関係
が問題とされている。
また、後掲最（三小）判昭和５７年３月３０日は、所有権留保と会社更生手
⑵ 通常は、手続法学者の学説として、谷口安平『倒産処理法』（筑摩書房、
第２版、１９８０年）２３２頁、伊藤眞『破産法・民事再生法』（有斐閣、第２版、
２００９年）３４６頁を掲げ、裁判例として、札幌高決昭和６１年３月２６日（判例タイ
ムズ６０１号７４頁）、諏訪簡判昭和５０年９月２２日（判例時報８２２号９３頁）、大阪地
判昭和５４年１０月３０日（判例時報９５７号１０３頁）を掲げて、その根拠としている
（これらの裁判例については後掲する）。それゆえ、留保所有者を担保権者
であるとして、別除権者であると構成するのが、通説及び実務上の取扱い
として一般化しているといった表現が用いられ、留保所有権＝代金債権の
担保権＝別除権という構成が、当然の前提として論じられている。
後掲する平成２２年最判に関する論文、評釈、例えば、小山泰史「判研」
金融法務事情１９２９号（２０１１年）５６頁（５７頁）、田高・「前掲論文」金融法務事情
１９５０号４８頁、田頭章一「判評」私法判例リマークス４３号（２０１２年）１３４頁（１３５
頁）、上江洲純子「判解」平成２２年度重要判例解説（ジュリスト臨増１４２０号、
２０１１年）１７５頁（１７６頁）、印藤弘二「倒産手続における所有権留保の取扱い」
金融法務事情１９２８号（２０１１年）８０頁、同「所有権留保と倒産手続」金融法研
究第２９号（２０１３年）３頁以下及びその金融法学会（２０１２年１０月６日）における
質疑応答（同２４頁以下）、そして、判例タイムズ１３３２号（２０１０年）６０頁以下の
平成２２年最判に関するコメントなどは、すべて、この前提から出発してい
る。また、所有権留保が売主の代金債権の担保であるという点については、
「異論はない」と断言するものさえある（上江洲「前掲判解（本註）」平成２２
年重判１７６頁）。
留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位
６２５（４２）
続という事案において、破産、民事再生、会社更生手続の開始申立てを
理由とする留保所有者の解除条項の効力を無効として排除し、ファイナ
ンスリースの事案である最（三小）判平成２０年１２月１６日も同じ趣旨の解除
条項の効力を無効として排除している。
この問題は、それでは、このような状況下において、民事再生法との
関係においては、担保権の実行は事実上できなくなってしまうのかとい
う問題に発展する。しかし、一応、民事再生法においても別除権につい
ては規定が置かれている（民再法第５３条）。
他方、民事再生にとって必要とされる財産の上に担保権が設定されて
いる場合には、担保権消滅許可申立ての対象とされている（同法第１４８条
以下）。
そこで、別除権の行使は民事再生に必要不可欠ではない財産に限定さ
れてしまうのか、また、事業縮小に伴う処分財産に限定されてしまうの
か、という問題が生ずる。しかし、これでは別除権行使の目的となるべ
き財産は、ほとんどなきに等しい状況になるのではないかという懸念が
生ずる。まさに和議、即ち借金の棒引き手続に陥ってしまうのではない
かという懸念が生ずる。
もっとも、民事再生手続においては、再生会社を支援するスポンサー
企業が出現しなければ、その多くは倒産手続へと移行されるので、その
場合には、別除権の行使は自由となる。そうであれば、このような問題
はなくなるのであろうか。しかし、問題はそう単純ではない。次段に掲
げる平成２２年最判は、民事再生手続の開始申立て前における自動車の登
録という対抗要件具備・別除権者資格付与が問題となる事案である。ま
さに、民事再生手続は、担保権者にとって、かなりハードルの高い制限
を課すものという印象がある。
以下、これらの問題について考察するが、本稿は、破産法、民事再生
法の解釈論を展開するものではない。それゆえ、これらの法律関係にお
ける担保権の処遇という問題に踏み込んだ議論については、紙数の関係
もあり、その余裕はないということをお断りしておく。
《論 説》
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第２節 最（二小）判平成２２年６月４日に現れた問題点
第１項 最判平成２２年６月４日（民集第６４巻４号１１０７頁）の概要
【争点】
登録自動車の留保買主が民事再生手続を申し立てた場合において、手
続開始前に留保所有権を譲り受け、名義変更の登録を受けていない者
は、民事再生手続開始後、別除権を行使することができるか（否定）。
【事実】
⑴ Ｙ（上告人、被控訴人、被告）、Ａ自動車販売会社（以下「販売会社」と
いう。）及びＸ（被上告人、控訴人、原告）は、平成１８年３月２９日、三者間にお
いて、Ｙが、販売会社から本件自動車を買い受けるとともに、売買代金から
下取り車の価格を控除した残額（以下、「本件残代金」という。）を自己に代わっ
て販売会社に立替払いすることをＸに委託すること、本件自動車の所有権が
Ｙに対する債権の担保を目的として留保されることなどを内容とする契約（以
下「本件三者契約」という。）を締結し、同契約において、次のとおり合意し
た。
ア Ｙは、Ｘに対し、本件残代金相当額に手数料額を加算した金員を分割
して支払う（以下、この支払債務を「本件立替金等債務」といい、これに
対応する債権を「本件立替金等債権」という。）。
イ Ｙは、本件自動車の登録名義のいかんを問わず（登録名義が販売会社と
なっている場合を含む。）、販売会社に留保されている本件自動車の所有
権が、Ｘが販売会社に本件残代金を立替払いすることによりＸに移転し、
Ｙが本件立替金等債務を完済するまでＸに留保されることを承諾する。
ウ Ｙは、支払を停止したときは、本件立替金等債務について期限の利益
を失う。
エ Ｙは、期限の利益を失ったときは、Ｘに対する債務の支払のため、直
ちに本件自動車をＸに引き渡す。
オ Ｘは、上記エにより引渡しを受けた本件自動車について、その評価額
をもって、本件立替金等債務に充当することができる。
⑵ 本件自動車について、平成１８年３月３１日、所有者を販売会社、使用者を
Ｙとする新規登録がされた。
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⑶ Ｘは、平成１８年４月１４日、販売会社に対し、本件三者契約に基づき、本
件残代金を立替払いした。
⑷ Ｙは、平成１８年１２月２５日、本件立替金等債務について支払を停止し、期
限の利益を喪失した。
⑸ Ｙは、平成１９年５月２３日、小規模個人再生による再生手続開始の決定を
受けた。
Ｘは、ＹがＡから購入した本件自動車の代金を立替払いしたところ、Ｙが
小規模個人再生による再生手続開始の決定を受けたことから、本件自動車に
ついて留保した所有権に基づき、別除権の行使としてその引渡しを求めると
して、本訴を提起した。
これに対して、Ｙは、本件自動車の所有者として登録されているのは販売
会社であり、Ｘは本件自動車について留保した所有権につき登録を得ていな
いから、上記別除権の行使は許されないと主張した。
【第１審】請求棄却
民事再生法第４５条（３）は、再生債務者の有する財産関係、債権債務関係、別
除権の有無等について画一的処理を図るための規定であるから、特定の債権
者との契約関係、即ち、特定の当事者間の合意で同条の適用を除外しえない。
法第４５条が適用されるか否かを判断するには、Ｘが必要とする登録が、同条
に定める、権利の設定、移転もしくは変更に関する登録にあたるか否かで決
するほかなく、これに該当する場合は、再生手続開始決定前にこれを備える
べきものである。
本件では売買契約と立替払契約は同時に成立し、売買契約の効力が発生す
る時点では、立替払制度の利用により、販売会社は代金を回収できる仕組み
⑶ 民事再生法第４５条 不動産又は船舶に関し再生手続開始前に生じた登記
原因に基づき再生手続開始後にされた登記又は不動産登記法（平成１６年法律
第１２３号）第１０５条第１号の規定による仮登記は、再生手続の関係において
は、その効力を主張することができない。ただし、登記権利者が再生手続
開始の事実を知らないでした登記又は仮登記については、 この限りでない。
２ 前項の規定は、権利の設定、移転若しくは変更に関する登録若しく
は仮登録又は企業担保権の設定、移転若しくは変更に関する登記について
準用する。
《論 説》
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となっており、現実に、Ｘが立替払を実施し、その回収のために所有権留保
を必要とする状況が発生する時点では、販売会社の代金債権は消滅し、販売
会社の段階で、代金債権担保のための所有権留保を発生させる前提を欠く状
況にある（この見解は、謬見である〔筆者註〕。契約の文言でさえ、販売会社
の留保所有権をローン会社に譲渡する旨が約定されている）。
Ｘの所有権留保は、上記三者契約がされ、代金が即日決済された時点で、
自己の利益のために設定した担保権と認めるのが相当であり、これは、民事
再生法第４５条に規定する「権利の設定」に該当するから、その効力を民事再
生手続において主張するためには、権利の設定者であるＸ自身の登録を要す
る。
【原審】請求認容
Ｘは第１審判決を不服として控訴し、Ｘ自身に本件自動車の所有権登録が
なくても、販売会社が有している所有権登録により、Ｙに対し、留保所有権
を主張できるものと解すべきであると主張した。
これに対して、Ｙは、民事再生法第４５条１項本文は、再生手続においては、
登記を一般的な対抗要件としてではなく、端的に権利主張要件としたもので
あるから、再生手続の開始決定時の登記名義の有無により、一律に権利の帰
属を決するのが相当であり、同開始決定までに自己名義の登記を具備してい
ない担保権は、再生手続において担保権として扱われない旨を主張した。
原審は、以下のように解し、Ｘの控訴を容れ、Ｘの請求を認容した。
Ｘの販売会社に対する立替払は、販売会社がＹに対して有していた本件自
動車の売買代金債権及びその留保所有権がそのままＸに移転し、Ｘは、Ｙに
対し、立替金等債権の範囲内で上記移転を受けた売買代金債権及び留保所有
権自体を行使するという側面を有する。したがって、Ｘが販売会社に対する
立替払によって取得した本件自動車の留保所有権を主張する場合において、
その担保権として扱うべきものは、販売会社がＹに対して有していた本件自
動車の留保所有権であり、ＸがＹに対して独自に取得した立替金等債権の担
保のため新たに本件自動車の留保所有権が設定されたものとみるべきではな
い。
Ｘが販売会社に立替払することにより、弁済による代位が生ずる結果、販
売会社が本件残代金債権を担保するために留保していた所有権は、販売会社
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のＹに対する本件残代金債権とともに法律上当然にＸに移転するのであり、
本件三者契約はそのことを確認したものであって、Ｘが立替払によって取得
した上記の留保所有権を主張するについては、販売会社において対抗要件を
具備している以上、 自らの取得について対抗要件を具備することを要しない。
Ｙは上告受理を申し立て、原審におけると同様の主張をした。
【判旨】破棄自判
「事実関係によれば、本件三者契約は、販売会社において留保していた所有
権が代位によりＸに移転することを確認したものではなく、Ｘが、本件立替
金等債権を担保するために、販売会社から本件自動車の所有権の移転を受け、
これを留保することを合意したものと解するのが相当であり、Ｘが別除権と
して行使し得るのは、本件立替金等債権を担保するために留保された上記所
有権であると解すべきである。すなわち、Ｘは、本件三者契約により、Ｙに
対して本件残代金相当額にとどまらず手数料額をも含む本件立替金等債権を
取得するところ、同契約においては、本件立替金等債務が完済されるまで本
件自動車の所有権がＸに留保されることや、Ｙが本件立替金等債務につき期
限の利益を失い、本件自動車をＸに引き渡したときは、Ｘは、その評価額を
もって、本件立替金等債務に充当することが合意されているのであって、Ｘ
が販売会社から移転を受けて留保する所有権が、本件立替金等債権を担保す
るためのものであることは明らかである。立替払の結果、販売会社が留保し
ていた所有権が代位によりＸに移転するというのみでは、本件残代金相当額
の限度で債権が担保されるにすぎないことになり、本件三者契約における当
事者の合理的意思に反するものといわざるを得ない。
そして、再生手続が開始した場合において再生債務者の財産について特定
の担保権を有する者の別除権の行使が認められるためには、個別の権利行使
が禁止される一般債権者と再生手続によらないで別除権を行使することがで
きる債権者との衡平を図るなどの趣旨から、原則として再生手続開始の時点
で当該特定の担保権につき登記、登録等を具備している必要があるのであっ
て（民事再生法４５条参照）、本件自動車につき、再生手続開始の時点でＸを所
有者とする登録がされていない限り、販売会社を所有者とする登録がされて
いても、Ｘが、本件立替金等債権を担保するために本件三者契約に基づき留
保した所有権を別除権として行使することは許されない。」
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最高裁は、このような理由から、原審の判断には判決に影響を及ぼす
ことが明らかな法令の違反があるので、論旨は理由があり、原判決は破
棄を免れないとし、本件におけるＸの請求は理由がなく、これを棄却し
た第１審判決は結論において是認することができるとして、Ｘの控訴を
棄却し、自判した。
第２項 最判平成２２年６月４日から導かれる判例規範
本件は、自動車の販売会社Ａが顧客Ｙに自動車を販売する際に、信販
会社Ｘがその代金を立替払するという内容の契約を三者間において締結
し、その契約上、Ａは代金の完済を受けるまで自動車の所有権を留保す
るが、ＸがＡに立替払によって代金を完済した時点でＡの留保所有権が
Ｘに移転するということについてＹが承諾したという三者間契約による
所有権留保の合意に関する問題である。本件は、この契約締結後、Ｙが
支払停止に陥り、立替払債権者Ｘに対して期限の利益を喪失したが、Ｙ
が小規模個人再生による再生手続開始を申し立て、その決定を受けたこ
とから、Ｘが本件自動車の留保所有権に基づき、別除権の行使としてそ
の引渡しを請求したという事案である。
このような事案において、本判決は、民事再生手続開始前に生じた登
記・登録原因に基づいて、再生手続開始後にされた登記・登録等の効力
を認めない旨を規定する民事再生法（以下、「民再法」と称する。）第４５条を
適用して、本件再生手続開始時においてＸが本件自動車の所有者として
登録を受けていない以上、留保所有権に基づく別除権を行使することは
許されないと判示した（第１審も同趣旨）。即ち、本判決が示した判例規
範は、登録自動車の留保所有権者が民事再生法上の別除権を行使するた
めには、再生手続が開始される時までに自己所有名義の登録を受けてい
なければならないということである。
第３項 最判平成２２年６月４日における個別問題
本判決が理由付けとして引用した民再法第４５条は、その１項におい
て、民事再生手続の開始決定後の不動産及び船舶の登記等の効力を否定
し、その２項において、権利の設定、移転もしくは変更に関する登録も
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しくは仮登録、または企業担保権の設定、移転もしくは変更に関する登
記について１項を準用している。
最高裁は、この規定を本件に適用するについて、民事再生手続が開始
した場合において再生債務者の財産について特定の担保権を有する者の
別除権の行使が認められるためには、個別の権利行使が禁止される一般
債権者と、再生手続によらずに別除権を行使しうる債権者との衡平を図
るなどの趣旨から、原則として、再生手続開始の時点において、当該特
定の担保権について登記・登録等の対抗要件を具備している必要がある
旨の理由を述べている。この理由付けから、本件において、Ｘが立替払
をし、Ａから留保所有権を譲り受けると同時に所有者登録を変更してい
たならば、結論は変わっていたものと思われる。
しかし、本判決が破棄した原審判決は、Ｘの立替払により、販売会社
Ａの売買代金債権及びその留保所有権が代位弁済による法定代伍によっ
てそのままＸに移転し（第５００条）、Ｘは、Ｙに対し、立替金等債権の範
囲内で、Ａから移転を受けた売買代金債権及び留保所有権自体を行使す
るという解釈を展開し、Ａが登録を受けている以上、Ｘは自ら民再法第
４５条の登録を受ける必要はないと判示している。これらの解釈のうち、
いずれが「留保所有権の譲渡」という問題に関して適合的であるのかが
問題となる。
本判決は、直接的にはこのような内容と問題点を示したものである
が、問題はこの点に尽きるのであろうか。筆者は、本判決の問題を論ず
る前提として、ローン会社の保有する留保所有権の法的性質ないし構
成、この所有権留保と売主・買主間における二当事者間の所有権留保と
の違い、留保所有権の譲渡と譲受人の地位、そして、民再法に関連し
て、倒産法における留保所有権の譲受人の地位について問題があると理
解している。以下、これらについて、論を進めることとする。
《論 説》
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第３節 留保所有権の法的性質・構成―留保売主と留保買主の法的地位
第１項 留保売主（留保所有者）の法的地位
１．問題の所在
平成２２年最判においては、単純類型の所有権留保が問題となっている
が、売主・買主という二当事者間の所有権留保ではなく、売買契約の当
事者間である両者の間にローン会社が割って入り、買主に代わって立替
払をしている。この立替払を「第三者弁済」（４）と見るかどうかはさてお
き、取り敢えず、この類型の所有権留保は、立替払を業としているロー
ン会社が入ることによって、フルペイアウト方式のファイナンスリース
と類似の金融信用取引が成立する。なぜなら、このファイナンスリース
契約は、ユーザーがリース会社に対してリースの申込みをし、リース会
社は、目的物の所有者（製造メーカーなどの供給者〔サプライヤー〕）から目
的物件を買い求めて、これを顧客であるユーザーに提供して使用させ、
ユーザーは、その使用利益の対価として、リース料を月極の分割払いに
よって支払い、リース会社はサプライヤーからの買受費用（ある意味、立
替費用である。）を回収するとともに、一定の利潤（利息、手数料、保証料
など）を獲得するものであり、この場合におけるローン会社とリース会
社とは、商品の購入という点においてベクトルの方向は違うものの、い
ずれも金融信用取引における与信者であって、その目的を同じくするも
のといえるからである（ただ、リースでも、ユーザーが直接売主から購入
し、これをリース会社との間におけるリース契約の目的物とするという類型
もある）。
⑷ ローン会社の立替払を第三者弁済と見る見解を法定代位説という。この
見解は、信販会社は利害関係を有する者として代位弁済する結果、法定代
位により（第５００条）、留保所有者となるのだという。小峯勝美「クレジット
取引と自動車の所有権留保⑸・完」NBL４３５号（１９８９年）２２頁（２５頁以下）、三
上威彦『倒産判例百選』（有斐閣、第３版、２００２年）１２１頁、千葉恵美子「複
合取引と所有権留保」『民法の争点』（有斐閣、２００７年）１５３頁などを参照。田
高「前掲論文」金融法務事情１９５０号５４頁以下、そして、最判平成２２年６月
４日の原審もまた、この構成を認めている。
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２．ドイツにおける状況
この問題について先行的に解決策を提示してきたドイツにおいては、
二当事者間の単純類型の所有権留保は「商品信用取引（Warenkredit）」
であることを理由として、留保売主には「完全所有権」が留保されてい
るものと解されてきた。即ち、ドイツ民法上、動産所有権移転の成立要
件は物権的合意（Einigung）と引渡し（U¨bergabe）であるが（BGB第９２９条１
文）、留保所有者は、所有権移転の物権的合意を停止条件付で行い、引
渡しを済ませているものの、完全所有者（Volleigentu¨mer）であるとさ
れ（５）、買主の倒産手続において、倒産管財人が留保所有者に対する対価
弁済の履行を拒絶すれば、留保売主は、取戻権（InsO第４７条）もしくは代
償的取戻権（InsO第４８条）を有するものとされる（６）。他方、留保買主は、
留保商品に対して保護義務（Obhutspflicht）を有しており、留保商品の保
管者（Verwahrer）ないし管理者（Verwalter）として占有を許されている他
主占有者（Fremdbesitzer）に過ぎないものと解されている（７）。
⑸ vgl. R. Serick, Eigentumsvorbehalt und Sicherungsu¨bertragung, Bd.Ⅰ,
Der einfache Eigentumsvorbehalt,１９６３, S.４３９.
⑹ vgl. Serick, a.a.O., S.３３３ff.［３３９］.
⑺ RG,４．３．１９１９，RGZ９５, S.１０５; BGH,２７.９.１９６１, WM１９６１, S.１１９７; Serick, a.
a.O., S.２３２; J. von Staudingers Kommentar zum BGB. １３. Aufl., １９９５,§４５５
BGB［Heinrich Honsell］Rdn. ３３, Werner Flume, Die Rechtsstellung des
Vorbehaltska¨ufers, AcP１６１（１９６２）, S.３８５, ３９７. usw. このうち、フルーメ博
士は、「一般的な見解によると、留保売買の場合には、売買代金の完済ま
で、売主は間接自主占有者であり、留保買主は直接他主占有者である。」と
明確に位置づけている。しかし、留保買主の地位を直接自主占有者である
として、留保売主の間接自主占有を認めないライザー博士は、「買主は売主
のためにする保管者または管理者であるに過ぎない」という通説の見解は、
時代遅れの議論であるとして、これを批判している。vgl. Ludwig Raiser,
Dingliche Anwartschaften,１９６１, S.７３.
また、ドイツの判例及び通説は、留保買主に対して、他人所有物の保管
者として保護義務を課し、留保売主の取戻事由として、買主の支払遅滞、
売買目的物の不適切な取扱い（unsachgema¨ e Behandlung）、第三者への転
売等の二次的譲渡（Weitergabe, Weitervera¨u erung）など、契約違背行為を
掲げている。この点については、石口修『所有権留保の現代的課題』（成文
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しかし、この完全所有者という留保所有者の地位は、あくまでも、売
主・買主という二当事者間での「単純類型の所有権留保（einfacher Eigen-
tumsvorbehalt）」に限られており、第三者を交えての「延長類型の所有
権留保（verla¨ngerter Eigentumsvorbehalt）」及び「拡張類型の所有権留保
（erweiterter Eigentumsvorbehalt）」は、従来から全体としては譲渡担保
と解されており、この場合には、留保所有者は買主の倒産に際して別除
権者として扱われてきた（８）。この解釈の延長線上の解釈として、近時の
堂、２００６年）７５頁、１１４頁を参照。このような解釈は、「売却され買主に引き
渡された商品でも、代金完済までは買主は所有権を取得せず、買主による
物の占有・利用は売主から許容された占有（容仮占有〔precarium〕の合意
に基づく占有）に過ぎず、買主が代金を完済しないときは、売主は所有物の
返還を請求することができる。」（Ulp. D.４３, ２６, ２０）というローマ法以来の伝
統的な考え方である。ドイツにおいて、留保買主の地位を直接他主占有者
である使用賃借権者（Mieter）に過ぎないと解する通説・判例は、このロー
マ法以来の考え方に基づいているのである。
⑻ BGH, １０. ２. １９７１, NJW１９７１, S.７９９; Mu¨nchKomm-InsO／Ganter, ２. Aufl.,
§４７Rn.９３,１１４; Jaeger／Henckel, InsO,§４７Rn.５１, usw.
周知のように、拡張類型の所有権留保（erweiterter Eigentumsvorbehalt）
は、改正後のBGB第４４９条３項によって絶対無効（nichtig）と規定された。た
だ、ここで無効とされた拡張類型の所有権留保は、この類型のうち、所謂
「コンツェルン留保（Konzernvorbehalt）」による所有権留保を禁止するも
のである。コンツェルン留保とは、「買主が留保売主と提携関係にある事業
者の債権を履行することを所有権移転の条件とする」ものであり、従来の
多数説により、留保買主の所有権取得を不確定要素の多い将来に延期し、
これにより、その行動の自由を過度に制限する旨を理由として、この類型
は、BGB第１３８条（良俗違反の法律行為）、ならびに、約款規制法第９条２項
２文（現行BGB第３０７条２項２文：契約目的の不達成をもたらすような契約
の性質上明らかな本質的権利・義務を制限する条項）によって無効と解して
きた（vgl. Soergel／Henssler, BGB Bd. １４. Sachenrecht１, １３. Aufl., ２００２, An-
hang nach§９２９, S.３９８）。そこで、債務法改正時に、コンツェルン留保の絶
対無効を明文化したのである。
この規定は、長期にわたる買主の拘束のみならず、他の法律上の規定に
よっても回避することができたであろう合意の不透明さを阻止するという
目的を有する。即ち、商品信用債権者の保護は、倒産法における単純な所
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ドイツ連邦通常裁判所（BGH）の判例は、買主の商品購入費用を融資して
立替払をした銀行が留保売主から留保所有権を譲り受けた場合には、こ
れが単純類型の所有権留保であっても、その銀行は、買主の倒産手続に
おいては、取戻権ではなく、譲渡担保権者と同様、別除権を有するに過
ぎないものと判示した（９）。なお、このドイツにおける解釈上の問題につ
有権留保による取戻権の存在、延長・拡張類型による保護などによって図
られるので、コンツェルン留保だけは絶対無効としたのである（BT-Drucks.
１２／３８０３, S.１３５）。
したがって、この規定によっても、例えば、留保売主がファクタリング
を利用して代金債権を譲渡し、買主が債権譲受人に対して弁済することを
所有権移転の停止条件とするという類型は、通常の拡張類型の所有権留保
として有効であると解されている（Soergel／Henssler, a.a.O., S.３９８）。
⑼ BGH,２７.３.２００８, BGHZ１７６, S.８６＝NJW２００８, S.１８０３＝ZIP２００８, S.８４２.
本件は、Ｂが所有権留保特約付でＡに自動車を供給し、その際、Ｘ銀行
がＢに代金を立替払して、ＢがＸに債権と留保所有権を譲渡したところ、
留保買主Ａに倒産手続が開始され、Ｙがその倒産管財人に就任したので、
ＸがＹに対し、自動車（新車）の換価代金額を請求したという事案である。
この事案において、連邦通常裁判所（BGH）は、上級地方裁判所（OLG
Oldenburg）が留保所有者Ｘには取戻権が存在するものと解して、既にＹに
おいて換価した後はその代金額のうち換価費用として８万９２７８．４１ユーロを
控除した全額をＸに支払うよう判示したのに対して、本件の留保所有者Ｘ
は譲渡担保権者と同様の担保権者に過ぎないので、Ｘは別除権者として扱
われるべきであるとして、売却代金の配当に関する倒産法第１７０条に従い、
「目的物の査定及び換価費用」の合計額がＹに属すべきであるとして、更
に５万９４０２．０２ユーロの控除を認め、結局、Ｘには全換価代金額２１２万
４９１１．４５ユーロからこれら費用を控除した１９７万６２３１．０２ユーロが帰属すべき
ものと判示した。
本件の争点は、ＸがＢから譲り受けた留保所有権が売主・買主間におけ
ると同一の留保所有権（完全所有権）なのか、それとも、立替払した銀行の
目的が債権回収に過ぎないことから、譲渡担保の設定と同視して、担保権
としての留保所有権（譲渡担保権と同じ担保所有権）なのかという点である。
この争点に関して、OLGは完全所有権としての留保所有権であるとして取
戻権者としたが、BGHは担保所有権としての留保所有権であるとして、別
除権者と認定したのである。
《論 説》
６１４（５３）
いては、本稿において論ずるには紙数の関係があり、難しいので、直後
の別稿において詳細に論ずることとする。
このような意味において、私見は、近時のわが国の判例及び多数説が
所有権留保の類型を問わず、すべて「単なる担保権に過ぎない」ものと
処遇しているという点に対して、異議を唱えるものである。
確かに、売主・買主という二当事者間における単純類型の所有権留保
を締結するという目的には、その約款中に「１回の支払遅滞による解
除・引揚げ条項」を入れ、買主に割賦払金の支払について心理的圧迫を
加えるとともに、留保売主が私的実行の準備を整えているという意味に
おいては、代金債権の担保という意味合いは存在する。しかし、売買目
的物は既に留保買主の占有・使用するところであり、留保買主が所有者
らしい外観をもって使用しているという状況は、留保売主にとっては大
変危険を伴う契約であり、また、買主の履行遅滞や、ありうべき二次的
譲渡という更なる危険に対して万全の姿勢で対処するには、「単なる担
保権」の実行に基づく引揚権の行使だけでは不十分である。担保権と構
成する以上、買主を実質的所有者として扱う必要があり、また、担保権
であれば、他の債権者との競合もありうるからである（ただ、１番抵当権
者のように、不可分性による完全弁済の原則を採れば、この問題は生じない）。
このようなリスキーな状況を回避するには、留保売主に「所有権に基
づく返還請求権」（BGB第９８５条）を確保する必要がある。通常、留保商品
は、所謂「足が速い商品」であり、短期での大きな経年減価（短期耐用
年数の採用）、新製品の出現に伴う陳腐化による価格減少という、当該
商品が元々抱えている問題が露見しやすく、買主の債務不履行の場合に
は、留保売主は一刻も早く中古市場で換価し未回収の債権回収を必要と
するからであり、この場合には、他の債権者との競合リスクを負わせる
ことは妥当性を欠くからである。これが、本源的な単純類型の所有権留
保における留保売主の、ひいては所有権留保の目的である。これこそが
商品を媒介とする与信（商品信用取引）の本質であり、金融を媒介とする
与信（金融信用取引）との違いである。この点も、別稿において検討する
ドイツの判例・通説の採用する理論構成である。
しかし、平成２２年最判の事案や２００８年BGH判決の事案に現れたよう
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な三者間契約に基づく所有権留保の場合には、留保所有権の譲渡を受け
た金融機関は文字通り金融を媒介として与信行為をしているのであるか
ら、たとえ単純類型の所有権留保であったとしても、本源的な所有権留
保と解する必要は全くない。したがって、このような金融機関が立替払
をして留保所有権を譲り受けた（留保売主は弁済を受けて所有権留保特約付
き売買から脱退した。）という場合には、金融機関による金融信用として
の与信行為であることから、金融機関である留保所有者を当然に「担保
権者」として処遇することになる。
したがって、この場合における留保所有者は、譲渡担保権設定契約に
よる譲渡担保権者が「担保のためにする所有権（Sicherungseigentum）」
を有するのと同様、「担保のためにする留保所有権（Sicherungsvorbehalt-
seigentum）」を有する者、即ち、譲渡担保権者と同じ担保所有者（Si-
cherungseigentu¨mer）として、留保買主の倒産手続においては、取戻権
（InsO.第４７条、日本破産法第６２条―第６４条）ではなく、別除権（InsO.第５０条、
第５１条１項、日本破産法第６５条）を与えられるに過ぎないということになる。
３．わが国における状況
従来、わが国の最高裁は、留保買主の民事再生（旧和議法による和議手
続）と所有権留保との関係に関する事案において、留保買主Ｂの和議開
始申立てを理由として、留保売主Ａが売買契約を解除し（約定では、破
産、和議、会社更生手続の開始申立てによって解除権が発生するという解除
約款付きであった。）、目的物を取り戻して、第三者Ｘに転売したとこ
ろ、留保買主の債権者Ｙから差押えがなされたので、この転得者Ｘが第
三者異議の訴えを提起したという事案において、この第三者異議訴権を
認めていた（１０）。
しかし、解釈によっては、留保買主の和議開始決定後における解除・
取戻しをすることが禁じられる。即ち、現在の民事再生手続に相当する
旧和議手続は、企業の再生のために利用される制度であり、当該留保商
品が企業の再生にとって欠くことのできない財産である場合には、留保
⑽ 最判昭和４９年７月１８日民集２８巻５号７４３頁。
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売主による解除・取戻しは許されないという解釈をすることもできるの
である（１１）。この解釈を採った場合には、留保売主からの転得者であった
としても、即時取得（第１９２条）の要件を満たさない限り、留保商品の所
有権を取得することはできなくなる。したがって、この解釈を採った場
合には、転得者はおろか、留保売主からでも、第三者異議の訴えによっ
て留保買主の差押債権者に対抗することはできないのである。しかしな
がら、昭和４９年最判は、このような解釈を採らず、転得者Ｘによる第三
者異議訴権を認めたのであるから、この点は、留保売主からの第三者異
議訴権を認めたのと同じに帰着する。この点において、従来の判例は、
留保所有者の権利を担保権ではなく、所有権として認めていたものとい
うことができる。
しかし、その後、下級審の裁判例においては、「本件所有権留保ない
し本件譲渡担保の実質的な目的は、あくまでも本件立替委託契約とこれ
による本件弁済に基づく抗告人の求償債権を担保することにあり、いず
れにしても本件自動車の所有権の抗告人に対する移転は確定的なもので
はない」として、留保所有者は別除権者であるとした（１２）。しかしながら、
⑾ 最判昭和５７年３月３０日民集３６巻３号４８４頁：Ｘは、所有権留保特約付でＡ
会社に機械を売却した後、代金完済前に、Ａ会社に会社更生手続が開始さ
れた。Ｘ・Ａ間の約款には、⑴代金は３０回にわたり毎月割賦弁済すること、
⑵所有権は代金完済までＸに留保する、⑶Ｘは、所有権移転までの間、本
件機械をＡ会社に無償で貸与する、⑷Ａ会社につき手形の不渡りまたは会
社更生手続申立ての原因となるべき事実が発生したときには、Ｘは催告な
くして売買契約を解除することができる旨の約定があった。Ａ会社につい
て会社更正手続の開始申立てがなされたので、Ｘは、この⑷に基づいて契
約を解除し、留保商品である機械の返還を求めたという事案である。
このような事案において、最高裁は、⑴Ａ会社に対して、旧会社更生法
第３９条（現行第２８条）の規定により、 弁済禁止の保全処分が命じられた後に、
Ａ会社の約定債務の弁済期が到来しても、債権者Ｘは、Ａ会社の履行遅滞
を理由として契約を解除することはできない、⑵買主たるＡ会社に更生手
続開始申立ての原因となるべき事実が生じたことを売買契約の解除事由と
する旨の特約は無効であると判示した。
⑿ 札幌高決昭和６１年３月２６日判例タイムズ６０１号７４頁。
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この裁判例（昭和６１年札幌高決）の事案は、信販会社が留保売主に代位弁
済して、留保所有権を譲り受けたという事案であり、元々、留保所有者
を譲渡担保権者として処遇すべき事案であるから、この裁判例の結論の
みをもって、所有権留保一般について、担保権的構成説の論拠とするこ
とは妥当ではない（１３）。
ところが、わが国の多くの学説においては、なぜか、「所有権留保は
個別動産の譲渡担保の裏返しの担保権に過ぎない」と解された（１４）結果、
⒀ しかし、担保権的構成説の論者の多くは、この昭和６１年札幌高決をもっ
て、「所有権留保は単なる担保権に過ぎない」ことに決したかのような論述
を繰り返している。また、このような論者は、昭和６１年札幌高決以前の裁
判例においても同様の裁判例があることを根拠としている。即ち、諏訪簡
判昭和５０年９月２２日（判例時報８２２号９３頁）は、売主・買主二当事者間の所有
権留保の解釈として、「契約の実質に即してみれば、売主から買主に一旦目
的物件の所有権を移転し、次いで、買主から売主にその物件を譲渡担保に
供する関係と同じである」と解して、担保法的構成説を採用していた。ま
た、大阪地判昭和５４年１０月３０日（判例時報９５７号１０３頁）も、「譲渡担保権者
は、会社更生手続上、目的物の取戻権がない（最判昭和４１年４月２８日民集２０
巻４号９００頁参照）。これとの権衡上、留保売主の目的物の取戻権を否定し、
譲渡担保権者と留保売主とを会社更生手続上同一に取り扱うのが、公正、
衡平の理念（会社更生法１９９条、２２８条、２３３条、２３４条）に合致する」として、
留保売主の取戻権を認めなかった（いずれも会社更生手続に関する事案）。
これらの裁判例の動向をもって、所有権留保においても担保権的構成説
が有力に主張されていったというのが、わが国における所有権留保の法的
構成に関する解釈の変遷であり、更に、平成２１年（最判平成２１年３月１０日）、
平成２２年両最判の出現が、所有権留保における担保権的構成説の一般化を
後押ししているのである。
⒁ この点は、夙に、道垣内弘人『担保物権法』（三省堂、１９９０年、以下、「旧
著」と称する。）３０４頁も、学説の多数は「個別動産譲渡担保とパラレルにと
らえている」と指摘している。道垣内教授は、その当時、この多数学説の
見解について、基本的には正当であると賛意を示しつつ、①譲渡担保と異
なり、所有権の移転は起こらないこと、②個々の解釈にあたって売買契約
の存在を無視しえないことから、特別な考慮が必要な場面が多いという点
を指摘していた（同・３０５頁）。
《論 説》
６１０（５７）
物権的期待権説（留保売主を担保権者と解する立場のもの）（１５）、担保権説（所
有権分属構成）（１６）、動産抵当権説（１７）、設定者留保権説（１８）、そして、少し間
⒂ 竹下守夫「所有権留保と破産・会社更生」『担保権と民事執行・倒産手続』
（有斐閣、１９９０年）２６７頁以下、幾代通「割賦売買」『契約法大系Ⅱ贈与・売
買』（有斐閣、１９６２年）２９３頁は、留保買主の地位を停止条件付所有権取得者
と見て、これを期待権者と構成した上で、実質的所有者と解するので、留
保所有者は、必然的に担保権者に過ぎないものと解している。
竹下博士は、「条件付所有権」は条件付所有権移転請求権という純粋に債
権的権利であるが、買主が引渡しを受けることによって物権的性質を具有
するという。買主が物権的効力を取得する理由は、民法上、①買主の権利
は第１２８条によって保護されていること、②買主は、第１２９条により、留保
売主の承諾なくして「条件付所有権」を譲渡することができること、③無
権利者から所有権留保特約付きで動産を購入した留保買主が、第１９２条の要
件を具備すれば、条件付所有権を即時取得することを挙げている。また、
竹下博士は、この前提から、目的物の所有権は留保売主と買主とに分属し
ているので、留保売主の所有権は形式なものに過ぎず、その実質は、所有
権価値の分属に見合い、かつ、売買代金債権担保の目的に必要な限度の内
容のものに制限されているものと解すべきであるといい、具体的には、私
的実行と清算義務に触れている。この構成は、次の高木教授とほぼ同じで
ある。
⒃ 高木多喜男『担保物権法』（有斐閣、第４版、２００５年）３７９―３８０頁。
高木教授は、所有権留保を売主の残代金債権担保のための担保権である
とし、所有権は留保売主と留保買主とに分属するものと構成し、債務額の
減少に応じて、買主の物権的地位は拡大していくという。この構成は、ま
た、譲渡担保と異なり、真正な売買を利用することから、残代金額と目的
物の価額との差額はあまり大きくないのと、目的物が動産であり、継続的
な利用と新製品の出現による減価率が高いので、清算金額はそれほど高額
にならないとし、譲渡担保ほどには清算の必要性は高くないという。
この見解は、後掲するように、ドイツの議論そのものを彷彿させるもの
である。なお、高木教授は、担保権であることから、留保売主に占有改定
による引渡しがなされているものと解し、これを対抗要件と解しているが、
実際上は、留保売主のネームプレートが付着されるので、第三者による即
時取得などへの対抗といった問題は生じないという（同・３８１頁）。
⒄ 米倉明『所有権留保の実証的研究』（商事法務、１９７７年）３６―３７頁及び３００頁
は、物権的期待権説が買主を実質的所有者とし、売主を法律的所有者と解
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している点に疑問を投げかけ、所有権留保売買においては、実質的にも形
式的（法律的）にも所有権は買主に移転し、売主は目的物について売買代金
債権を被担保債権とする抵当権を設定したものと構成すべきであると主張
する。所有権留保契約の当事者は、抵当権の設定を目的としているのであ
るが、適切な法概念を発見しえないために、抵当権設定を所有権留保と表
示したに過ぎないというのが、この立論の理由である。
では、この場合に、動産抵当権の公示はどうするのかというと、米倉教
授は、動産物権変動に関する限り、民法は、占有改定のようなほとんど無
意味に近い公示方法にも対抗力を付与しているので、動産抵当権の設定に
も特段の公示方法は不要であるという（同・３０１頁）。では、抵当権の設定で
あるにもかかわらず、公示方法なくして、第三者を害することはないのか
というと、米倉教授は、それは動産物権変動に宿命的に付随する事態であ
り、しかも、強制執行してくる債権者は別として、取引の安全は即時取得
制度（第１９２条）によって保護されるので、第三者が害されるおそれもないと
いう。そして、この公示方法の問題をクリアし、また、内容の定式化を実
現することによって、物権法定主義（第１７５条）とも牴触しないという（同・
３０１―３０２頁）。
⒅ 鈴木禄彌『物権法講義』（創文社、５訂版、２００６年）４０３－４０４頁。
鈴木（禄）教授は、売主と買主との関係について、目的物の売買により、
買主に所有権が移転し、現実の引渡しによって、買主は対抗要件を具備す
るが（第１７８条）、所有権留保特約によって、売主が未払い代金債権の担保と
しての留保所有権の設定を受け、占有改定によって引渡しを受けることに
よって、対抗要件を具備するものと構成する。この留保所有者の法的地位
は担保権者であり、買主の法的地位は、物権的な所有権取得期待権者であ
るという。しかし、留保所有者の法的地位も、買主の債務不履行に伴う私
的実行の結果、完全所有権の復帰となるので、両者ともに、所有権取得権
であるという。つまり、鈴木教授によると、代金完済または私的実行まで
の暫定期間内は、目的物の上に二つの物権が並立するという関係になって
おり、この両物権は「準所有権」であるという。これを所有権の分属状態
であると解するのであれば、高木説と同様の構成となる。
更に、譲渡担保との関係について、鈴木教授は、所有権留保は目的物と
被担保債権との間に牽連関係が存在するという点において、譲渡担保とは
異なるが、譲渡担保権は、設定者の債務不履行に伴う私的実行の結果、担
保権者への所有権移転が完結し、所有権留保は、被担保債務の履行によっ
て買主への所有権の移転が完結するという意味において、両者は裏返しの
《論 説》
６０８（５９）
隔をあけて新設定者留保権説（１９）などが次々と発表されていった。
このわが国における現象は、ドイツにおいてA．Blomeyer博士が『条
件論の研究（Studien zur Bedingungslehre，１９３８―１９３９）』を皮切りとして、
１９６０年前後に所有権留保の法的構成に関する論文を発表し（２０）、その中
で、所有権留保は代金債権担保の目的を有するに過ぎない「非占有の動
産質権」と構成し、留保買主を実質的な所有者と構成したこと、ならび
に、その当時のドイツ学説の論争（特に、このA．Blomeyer博士とL．Reiser
関係となっているという（同・４０５頁）。ただ、鈴木教授は、留保買主の破産
手続において、前掲昭和６１年札幌髙決が担保法的構成説により留保所有者
を別除権者と解した点について、これを否定し、原則として取戻権者であ
ると主張している。その理由は、留保所有者の被担保債権回収にとっては、
取戻しを認めることが法政策上妥当であるからだという（同・４０８―４０９頁）。
⒆ 道垣内・前掲書（『担保物権法（旧著）』）３０４―３０５頁、同『担保物権法（新著）』
（有斐閣、第３版、２００８年）３６１―３６２頁。
道垣内教授は、所有権留保特約によって物権変動は生じておらず、留保
売主に所有権は帰属するものの、それは担保目的によって制限された留保
所有権であり、他方、買主には、物権的期待権が帰属するという。この買
主に帰属する権利関係は、基本的には、道垣内教授が譲渡担保の法的構成
において論じている「設定者留保権」と同じであるが、道垣内教授自身、
この留保買主の権利については特に物権的期待権と称している。しかし、
構成自体は同じであることから、本稿においては、「設定者留保権説」と分
類し、時期の早い鈴木（禄）説を設定者留保権説と分類する関係上、道垣内
説を「新設定者留保権説」と称している。
この学説の特徴は、所有権留保を担保権と構成するものの、代金完済ま
では「所有権」が留保売主にあり、まだ物権変動が生じていないことから、
留保売主には対抗要件は不要であり、留保買主の物権的期待権については、
現実の引渡しを受けているということで、対抗要件を充たしているという
点にある（実際には公示機能はないという）。そして、留保買主の使用・収
益権は、物権的期待権に基づくものと解している（同・『新著』３６３頁）。
⒇ A. Blomeyer, Studien zur Bedingungslehre, １９３８－１９３９; ders., Die
Rechtsstellung des Vorbehaltska¨ufers, AcP１６２（１９６３）, S.１９３ff.; ders., Die
Rechtsstellung des Vorbehaltska¨ufers, JZ１９５９, S.１５f. なお、このブロマイ
ヤー博士の理論については、大島和夫『期待権と条件理論』（法律文化社、
２００５年）がその１１１頁以下において詳しく紹介している。
留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位
６０７（６０）
博士の「所有権の断片的移転」をめぐる論争）に影響されたことに端を発し
ているものと思われる（２１）。そして、近時、新設定者留保権説が「通説」
として位置づけられた（２２）ことに影響されたのか、あるいは、前掲した昭
和５０年代の下級審裁判例に同調したのか、最近の裁判例は、事もあろう
に、売主・買主という二当事者間の売買における単純類型の所有権留保
の事案であるにもかかわらず、「本件売買契約は、所有権留保特約付売
買契約の形式を採っているものの、実質的には、債権担保の目的のため
に締結されたものであり、本件においては、本件各自動車をY１会社に売
却した上で、本件各自動車について非典型の担保権（いわゆる所有権留
保）を設定したものと認めることが相当である。」と構成した上で留保売
主を別除権者と認定してしまったのである（２３）。
そして、ついに最高裁も、留保所有権を担保権として構成し、残債務
の弁済期の前後で所有権（処分権）の所在を認定し、残債務弁済期の到来
21 その証拠に、わが国においては、この時期に集中して所有権留保に関す
る論文が続々と公表され、その後は、先駆者の一人である米倉明教授が、ド
イツと日本の法制度ないし商慣習の違いから、所有権留保研究（特に、原材
料等の延長類型の所有権留保）の意義に関して消極的立場を表明されたこと
もあり、研究は下火になっていったという経緯がある（ただ、アメリカ法研
究にその希望を見出していた）。この点については、米倉明『所有権留保の
研究』（新青出版、１９９７年）２５８―２８３頁（特に、２６２頁以下、２７７頁以下）を参照。
しかし、米倉教授が最も懸念していた延長類型の所有権留保に不可欠な
「将来債権の譲渡担保」に関する特定性と対抗要件の具備という問題につ
いては、現在では既に判例・学説ともにその要件化が確定しているので、
何ら問題はない。したがって、ドイツ法に依拠した延長類型の所有権留保
は、わが国においても十分その適用が可能である。この点に関しては、既
に、石口・前掲書（『現代的課題』）３２６頁以下において実証済みであるので、
是非参照されたい。
22 例えば、山本和彦「倒産手続におけるリース契約の処遇」金融法務事情
１６８０号（２００３年）８頁（９頁）は、道垣内教授の設定者留保権説を「通説」と
して位置づけ、これを前提として論を進めている。
23 東京地判平成１８年３月２８日判例タイムズ１２３０号３４２頁。この裁判例の構成
は、本稿において論じてきた理論構成から考えると、誤謬的構成というこ
とができる。
《論 説》
６０６（６１）
前は買主が実質的な所有者であり、妨害排除請求の相手方であると認定
し、その弁済期が経過した後は、留保所有者が完全所有者となるものと
判断したのか、あるいは、譲渡担保権者と同様、担保権の実行権（換価
権）の発生に伴う占有権原を保有するに至ると判断したのかは判然とし
ないが、弁済期経過後は「担保権の性質を有するからといって上記撤去
義務や不法行為責任を免れることはない」と判示した（２４）。
しかし、この平成２１年最判もまた、平成２２年最判と同様、自動車の購
入代金をローン会社が立替払し、買主の立替金債務の担保として当該自
動車の所有権を留保したという契約の事案であり、この場合において、
買主が目的物である自動車を第三者の土地（月極駐車場）の上に置いたま
まとし、その土地所有権の行使を妨害しているときには、留保所有者
は、自動車の撤去義務や不法行為責任（賃料相当損害金の支払義務）を負う
のかという事案である。それゆえ、前述したように、私見の構成によっ
ても、この場合におけるローン会社の留保所有権は「担保権」であり、
実質的には譲渡担保権と構成すべきものである。
したがって、この平成２１年及び同２２年最判をもって、最高裁は所有権
留保一般について「単なる担保権」として扱うことに確定したなどと論
ずることは妥当ではないのである。近時の判例及び学説の多くは、商品
信用と金融信用の違いを理解せず、あるいは故意に無視した結果、所有
権留保の基礎的な構成に関して混乱を来しているものということができ
る（２５）。
24 最判平成２１年３月１０日民集６３巻３号３８５頁。
25 その証左として、判例タイムズ１３３２号６０頁以下の平成２２年最判に関する
コメントは、『改正法対応事例解説個人再生―大阪再生物語―』（新日本法
規、２００６年）２２８頁及び伊藤・前掲書（『破産・民事再生』）７０４頁、３４６頁を引
用しつつ、「倒産手続上は、所有権留保について、担保権であり、別除権と
して扱うとする考え方が実務上定着しており、学説も通説であるといえよ
う」と論じており、また、「所有権留保の担保としての実質は、買主につい
ての倒産手続においても変わらないことから、担保権として処理すべきで
あるとするものであり、本判決も、この考え方を前提にしているものと思
われる」と論じている（同・６１―６２頁）。
留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位
６０５（６２）
因みに、研究会などにおいて、「所有権留保の構成を二当事者間の場
合と三者合意の場合とに分ける実益はどこにあるのか」という質問的反
論を受けることがあるが、そもそも、制度の本質論を論じる際に、「実
益云々」を持ち出すことは、議論の本質をすり替える論理構成に過ぎな
い。もちろん、所有権留保という「制度」を作り上げたこと自体、それ
は、留保売主に完全所有権を留保することによる何らかの実益があるか
らにほかならない。それは、冒頭や途中にもに論じたとおりであるか
ら、繰り返さないが、要するに、商品信用取引としての二当事者間売買
における所有権留保の目的は、完全所有権の留保による各種のリスク回
避、即ち、留保買主の履行遅滞、不当転売における留保売主の地位の確
保、そして、他の債権者や担保権者との競合の回避である。
しかし、いくら停止条件付であるとはいえ、留保買主には「所有権取
得の期待」があり、これを「権利」と構成した上で物権的効力を付与す
るということと、この期待権によって留保所有者の所有権が「制限を受
ける」ということとは、別次元の問題である。留保売主の処分権能が制
限を受けるということは、条件付であるにせよ、留保買主に将来の所有
権移転を確約した以上、当然の話であり（だからこそ、留保売主は民法第
１２８条の相手方の条件付権利取得に対する侵害行為の禁止という制限を受ける
のである。）、ただ、信義に反して処分を受けた第三者が善意・無過失で
あれば、特別に、即時取得（第１９２条）の適用によって保護されるケース
として、取引安全という問題が展開されるに過ぎない。所有権留保にお
ける当事者の関係は、留保所有者の留保所有権の上に、留保買主の期待
権という物権的効力を付与された権利が存在しているといえば十分であ
る。それゆえ、所有権留保のすべての類型を「担保権に過ぎない」とい
う必要はない。
更にいうと、この留保買主の期待権は、経済的な意味においては、残
債務額が減少していくにつれて、財産的な価値としては上昇していく
が、この事実と、「所有権」が留保売主と留保買主とに分属するという
理論とは全く脈絡がない。なぜなら、所有権は単一であり、代金完済と
いう停止条件の成就まで所有権が売主に留保されている限り、割賦弁済
中は、所有権は買主には全く移転していないからである（２６）。そもそも、
《論 説》
６０４（６３）
留保売主と留保買主に「分属する」という「所有権」とは、何を指すの
かも疑問である。所有権の内容は、民法第２０６条において、法令上の制
限という名の下に、使用・収益・処分という３つの権能を有する「所有
権」が法定されており、これ以外に所有権は存在しない。然るに、区分
所有権という概念があるが、これは１棟の建物の中にあっても、構造上
の独立性が認定されることによって特定の独立した所有権として認定さ
れるだけであり、所有権の本質には何ら変わりはない。しかし、１個の
所有権が何ら特定性・独立性と無関係に、経済的な意味における価値の
漸次的移転のみで複数の者に「分属する」ということは、物権法の大原
則である一物一権主義に反するのみならず、物権法定主義（第１７５条）に
も反するということになる。したがって、このような解釈は、民法典の
本質に反することになり、また、そもそも、所有権の本質にも反するこ
とになるので、到底許されるものではない。この点は、所有権の使用・
収益権能と処分権能との分割的把握という便宜的な解釈（言わば、場当た
り的な解釈）によって払拭しうるような問題ではないのである。
更に追加的にいえば、経済的な意味における財産的価値の移転という
観点からは、割賦弁済による残代金額が減少していくにつれて留保所有
権の財産的価値が漸減すると同時に、留保買主の物権的期待権の財産的
価値が漸増するだけであり、この現象からは、所有権の分属という観念
は出てこない。いうなれば、留保売主と留保買主との間における商品所
有権の漸次的価値の移転があるに過ぎないのであり、この価値の移転に
意味があるのは、留保買主の債権者が買主の物権的期待権を差し押さえ
た場合における価値それ自体に過ぎない。この意味において、所有権分
属説は、この財産的価値の移転と所有権の帰属とを混同するものであ
り、妥当性を欠くものと言わざるを得ない。
第２項 留保買主の法的地位
前段において、留保所有者の法的地位について論じ、幾分かは留保買
26 私見は、この点に関してだけは、道垣内・前掲書（『担保物権法』新著）３６３
頁と見解が一致している。
留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位
６０３（６４）
主の法的地位にも言及して、結論めいたことを論じたので、ここで一
言、留保買主の期待権についても言及しておく。
１．所謂「期待権」の意義
将来、一定の条件の下に動産や不動産を取得する権利は、「物権的期
待（dingliche Anwartschaft）」も し く は「物 権 的 期 待 権（dingliche An-
wartschaftsrecht）」と称され、今日の法律実務において重要な役割を演
じている。物権的期待権に関する問題は、物権を取得するためのいくつ
かの独特な要件事実を実現する諸事案に関して現れる。
わが民法上では、不動産の売買予約または再売買予約の完結権（第５５６
条）、買戻権（第５７９条以下）、条件付不動産物権上の権利・義務関係（第
１２８条、第１２９条）などが物権的期待権の現れであり、これらは、仮登記を
経由することによって権利の順位を保全し、本登記を経由することに
よって対抗力を取得する（不登法第１０５条以下）。それゆえ、物権的期待権
は排他性を有する。また、土地収用を受けた者が、その後、当該土地が
公用廃止となったときに被収用地を買い受ける権利も、また同様の性質
を有する（土地収用法第１０６条）。この買受権は、収用の登記がされたとき
には、第三者に対して対抗することができる（同法同条４項）。
この物権的期待権の理論が発展したドイツにおいては、物権的期待権
は、売買代金の完済という停止条件が成就した場合において買主に所有
権が移転するものとされる「所有権留保売買」（BGB第４４９条１項、第９２９
条１文、第１５８条１項）において典型的に現れるものと言われている（２７）。
27 以下のドイツにおける物権的期待権一般に関する叙述は、Baur＝Stu¨
rner, Sachenrecht, §３ BⅢ Rdn. ４４ff., S.３０ff. を参照。このバウアー＝シュ
テュルナーの物権法は、その冒頭の物権法総論部分において、期待権の意
義を紹介しており、そこでは、①所有権留保売買における買主の地位、②
不動産を譲渡した後、登記前における取得者の地位、③被担保債権の発生
前における抵当権者の地位を掲げ、それぞれについて説明している。
また同様に、Westermann／ Grusky／ Eickmann, Sachenrecht（begru¨ndet
von Harry Westermann）, ８. Aufl., ２０１１,§４ Rdn. １０ff. においても、所有権
留保が引き合いに出されており、この場合における留保買主の期待権につ
《論 説》
６０２（６５）
この場合には、留保売主は、買主による最後の代金支払まで所有者であ
り続けるが、買主は単なる占有者ではなく、その物の所有権移転を代金
完済という停止条件付で受けようと考えているので、買主は、「期待
（Anwartschaft）」と称される物権的な法的地位を有している。
この期待権は、経済的な観点からは、買主の支払うべき残代金が僅少
のときにおいて、一層の価値を有する。買主が、かなりの割合で割賦弁
済金の支払を終え、その価値配分としては、ほとんど完全な所有者であ
る場合には、自己の有する期待を他人に譲渡する（通常は、譲渡担保の利
用によるリファイナンス行為である。）という法律上の利益を有しており、
この意味において、買主の債権者が自己の債権の満足を得るためにする
期待権の差押えも、有意義なものとなる。更に、買主が保有している期
待権付の留保商品が、第三者の故意または過失という責めに帰すべき事
由によって侵害された場合には、買主には、不法行為に基づく損害賠償
請求権（BGB第８２３条１項、日民第７０９条）が認められなければならない。こ
のように、期待権を法的に規定する場合に特徴的に発生する実体法上の
諸問題として、期待権の譲渡ないし譲渡担保、期待権の差押え、そし
て、期待権の侵害に対する保護という問題が生ずるのである。
いて、物権に関する諸規定が準用されうるといい、経済的にも確定的な価
値を現しており、究極的な権能（所有権）の一歩手前の状態（Vorstufe）の権
利であるとして、その物権性を承認している。この期待権の物権性につい
ては、従来の判例・多数説の認めるところである（例えば、後掲するBGH,
２４. ６. １９５８, BGHZ２８, S.１６及びStaudinger／Berg, BGB １１. Aufl., １９５６, §９２９
BGB Randnr.２８c S.６２１を参照）。
なお、物権的期待権については、少し古いが、Serick, a.a.O., §１１, S.２４１ff.
及びLudwig Raiser, Dingliche Anwartschaften,１９６１.（この「紹介」として、
山田晟・法学協会雑誌第７９巻第４号〔１９６２年〕５０９頁がある。）が詳しい。ゼー
リック博士は、期待権は物権と債権の中間に位置する権利であるとして、
物権的効力の承認について消極的であるが、ライザー教授は積極的である。
しかし、後掲する近時の判例や文献からは、ドイツにおいては、期待権を
物権（少なくとも物権的効力を有する権利）と称して差し支えないという結
論を見出すことができる。
留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位
６０１（６６）
２．留保買主の期待権
留保売主を所有者と構成するのであれば、留保買主は所有者ではな
い。所有権は一つしかないからである。そうすると、留保買主の法的地
位はどのようなものであるのかということが問題となる。この問題は、
主として１９６０年前後にドイツにおいて展開された議論である。以下にお
いては、まず、ドイツにおける留保買主の期待権に関する議論の状況に
ついてまとめておく（２８）。
期待権の法的性質について、ドイツの判例法理は次のような構成を試
みてきた。まず、ライヒ裁判所（RG）は、「期待権というものは、まだ物
権を根拠付けていない」という解釈を採用し（２９）、期待権の物権性を否定
した。戦後、連邦通常裁判所（BGH）は、まず１９５３年において、譲渡担保
に供された自動車を所有権留保によって購入した期待者は対抗力ある物
的占有権を取得しえないと判示したが、期待権の善意取得の可能性につ
いて、これを肯定するという立場を示した（３０）。また、BGHは、翌１９５４
28 期待権に関する当時の判例及び学説の分類状況については、主として、
Serick, a.a.O., §１１ Die Anwartschaften des Vorbehaltska¨ufers. を参照し、
その他、以下に引用する諸文献、例えば、Raiser, a.a.O. などを参照した。
なお、ドイツにおける期待権に関する判例及び学説の状況をつぶさに紹介
するわが国の文献として、船越隆司「期待権論―所有権留保の場合を主眼
に―」法学新報第７２巻４号（１９６５年）２５頁以下所収（未完）がある。
29 RG,４.４.１９３３, RGZ１４０, S.２２３,２２８.
30 BGH,２１.５.１９５３, BGHZ１０, S.６９, ７２.：本判決は、留保買主の期待権に関す
るリーディングケースとして位置づけられている。本件は、Ａ商事がＸか
ら融資を受け、Ｘのために甲自動車を譲渡担保に供し、Ｘが車検証を保有
していたが、ＡはＹに所有権留保売買により甲自動車を販売し、引き渡し
たところ、留保所有者Ａが倒産したので、Ｘが留保買主Ｙに対し、甲自動
車の返還を請求したという事案である。
この事案において、BGHは、Ｙは他人の所有物を購入したという点にお
いて、対抗力ある占有権を取得しないが、ＹがＡとの間における物権的合
意及び引渡時に善意であれば、期待権の善意取得が認められ（BGB第９３２
条）、条件成就時に所有者になるものと解し（BGB第９３４条）、また、Ｙの提
出したＸに対する悪意の抗弁は所有者Ｘの返還請求権にも対抗しうるもの
と解し、反対に、Ｘの返還請求は信義則に反し許されないものと判示した。
《論 説》
６００（６７）
年には、留保買主は「停止条件付所有者」ではあるが、条件の成就前は、
まだ物権を取得していないものと解しつつも、その期待権は、まさに所
有権に向かって強化されるものであると判示した（３１）。また、１９５７年に
は、「担保所有権の取得への期待権は、BGB第８２３条（不当利得返還請求）
の文言に所謂その他の権利である」と判示した（３２）。この点において、
BGHは、期待権者、即ち、留保買主の権利は、侵害不当利得返還請求
権による保護に値するものとして認められたということを意味する。更
に、１９５８年には、「期待権とは、所有権の単なる一歩手前の段階であり、
所有権と比べて、別の物（aliud）ではなく、本質を同じくするより小さき
もの（minus）である」と判示した（３３）。この見解によると、期待権は所有
権と本質を同じくするものという位置づけが行われるので、所有権と同
様に扱ってもよいという考え方につながる（３４）。
しかし、BGHは、その翌１９５９年には、「留保買主の期待権は、多数説
によって物権ではないとされており、他人の物に対する対抗力ある物権
ではない」と判示した（３５）。しかしながら、BGHは、またその翌１９６０年
には、この判例法理を承継しつつも、期待権は、その意義及び効力によ
ると、真正な制限物権にほぼ等しいものであり、ある意味では、所有権
本判決は、留保買主に対する自動車の返還請求について、信義則を理由
として排斥したという点において、最判昭和５０年２月２８日（民集２９巻２号
１９３頁：権利濫用法理によって解決した。）と共通点を有するものといえよう。
31 BGH,２４.５.１９５４, NJW１９５５, S.１３２５,１３２６.
32 BGH,２５.１ .１９５７, WM１９５７, S.５１４,５１５.
33 BGH, ２４. ６. １９５８, BGHZ２８, S.１６, ２１. 本判決は、Staudinger／Berg, a.a.O.,
§９２９ BGB Randnr. ２８c S.６２１の一節（本文掲示部分）を引用しつつ、このよ
うに定義づけている。
34 しかし、Flume, a.a.O., AcP１６１, S.４０８は、「期待権を所有権と同列に置く
という内容を期待権に与えるという尽力は断念されるべきであろう。条件
成就の場合には、所有権を取得するという法律上の保証給付から明らかに
なる法的地位は、物に関する所有者の現実的支配力と同一尺度で測ること
はできない。」と論じており、このような考え方に対して、反対の立場を表
明している。
35 BGH,２１.９.１９５９, BGHZ３０, S.３７４,３７７.
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の予備的段階（Vorstufe）であると付言した（３６）。更に、１９６１年には、期待
権は「物とつながりのある条件付所有権である」と判示した（３７）。
以上のように、判例法理を概観した限りでは、多少、解釈に動揺はあ
るものの、概ね、留保買主の期待権は、物権とはいえないが、少なくと
も物権的効力を有する権利として承認されてきたということができる。
他方、学説は、物権、即ち、所有権の取得へと向かう期待権それ自体
の中に物権性を認めるという見解が圧倒的多数説を形成してきた（３８）。し
かし、これに反対する少数説は、期待権に物権という地位を認めようと
36 BGH, ２１. １２. １９６０, BGHZ３４, S.１２２, １２４.本判決は、BGHZ３０, S.３７４, ３７７と
BGHZ２８, S.１６,２１を引用しつつ、期待権の物権性について論じている。
37 BGH,１０.４.１９６１, BGHZ３５, S.８５, ９３.本判決においては、期待権が物権であ
るかどうかという問題について、連邦通常裁判所の判例に関する概観が見
られる。この詳述は、公式判例集であるBGHZには含まれていないが、WM
１９６１, S.６６８,６６９において見られる。
38 Raiser, a.a.O., S.６３； Enneccerus／Nipperdey, Allgemeiner Teil des
Bu¨rgerlichen Rechts. Ⅰ２, １５. Aufl., １９６０, §１９７ Ⅱ４, S.１２００； Lehemann,
Allgemeiner Teil des BGB, １３. Aufl., １９６２, §３５ Ⅵ１a bb, S.２６７； Lange,
BGB Allgemeiner Teil, ５. Aufl., １９６１, §１２ Ⅳ３, S.９０； Palandt／Hoche, BGB
Kurz-Kommentar, ２１Aufl., １９６２, §９２９ BGB. Anm. ６Bb； Erman／Hefer-
mehl, BGB. Ⅱ, ３. Aufl., １９６２, §９８６ BGB. Anm. ２； Braun, Das dingiliche
Anwartschaftsrecht beim Eigentumsvorbehaltskauf, NJW１９６２, S.３８２,
３８３； Mu¨hl, Besprechung von Raiser, Dingliche Anwartschaften, AcP１６０
（１９６１）, S.２６４, ２７０; Nipperdey, Anmerkung zu BGH, ２１. ９. １９５９, MDR１９６０,
S.２８８; v.Caemmerer, Wandlungen des Deliktsrechts, Hundert Jahre deut-
sches Rechtsleben, Festschrift zum hundertja¨hrigen Bestehen des Deut-
schen Juristentages １８６０―１９６０, Ⅱ（１９６０）, S.４９, ８２; Schaarschmidt, Die
Sparkassenkredite, ４. Aufl., １９６０, Randnr. １０２１, S.３８４.; Zunft, Der Eigen-
tumserwerb des Erwerbers einer Eigentumsanwartschaft, NJW１９５６, S.
１４２０, １４２１f.; Bauknecht, Eigentumsvorbehalt und Anwartschaftsrecht,
NJW１９５５, S.１２５１； Bauknecht, NJW１９５５, S.１７４９； Schnorr v.Carolsfeld,
Besprechung von Letzgus, Die Anwartschaft des Ka¨ufers unter Eigen-
tumsvorbehalt, KritVjschr.６６ （１９３９）, S.１７４, １７９; Letzgus, Die An-
wartschaft des Ka¨ufers unter Eigentumsvorbehalt, １９３８, S.１４； Holtz, Das
Anwartschaftsrecht aus bedingter U¨bereignung als Kreditsicherungsmit-
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しない（３９）。また、他には諸見解が見られる。即ち、物権の前兆が見られ
るような物権的期待、即ち、不完全な物権（４０）、完全ではない物的権利
（しかし、物権と債権との中間的地位ではない。）（４１）、物権に近い権利（４２）、
物権的な特徴という性格を与えられるが、独立した物権ではないという
権利（４３）、そして、生粋の物権ではないが、物権的効力を有する権利（４４）、
であるという。
このように、この将来の所有権移転に関する「期待」を期待権と呼称
し、物権的効力を付与するという考え方は、わが国及びドイツでも通説
的地位を築いているが、それは、留保買主の地位、即ち、期待権に対第
三者効を付与し、買主のリファイナンスの用に供すべき、あるいは、買
tel, １９３２, S.２５； Schwister, JW１９３３, S.１７６２, １７６４.; Schwister, Das An-
wartschaftsrecht als Kreditsicherungsmittel, JW１９３３, S.１８５７,１８５８.
39 Siebert／Oech ler, BGB.Ⅲ, ９. Aufl., １９６０, §９２９ BGB. Randnr. １７, S.１９０;
BGB-RGRKommentar, １１. Aufl., Ⅱ１, １９５９, §４５５ BGB.（Kuhn）Anm.２０, S.
１４９; Staudinger／Ostler, BGB. Ⅱ２, 11. Aufl., 1955, §4５５BGB. Randnr. ４３, S.
２３３； Pikart, WM１９６２, S.１２３０,１２３１.
40 Wolff／Raiser, Sachenrecht １０. Aufl., １９５７（Lehrbuch des Bu¨rgerlichen
Rechts, begru¨ndet von Enneccerus, Kipp／ Wolff.Ⅲ）, §２Ⅱ３, S.１１.
41 Staudinger／Seufert, BGB. Ⅲ１, 11. Aufl., １９５６, Einleitung vor §8５４ BGB.
Randnr.３c, S.５.
42 H. Westermann, Sachenrecht ４. Aufl., １９６０, §５ Ⅲ３c, S.３２及び§４４, １, S.
２２４.
43 Eichler, Institutionen des Sachenrechts Ⅱ１,１９５７, S.１２２.
44 vgl. Staudinger／Berg, a.a.O.,§９２９BGB Randnr.２８c, S.６２１. この関係では、
更に、Schlegelberger／ Hefermehl, Kommentar zum HGB. Ⅲ, ３. Aufl.,
１９５６, Anhang zu §３６８ HGB. Randnr. １３, S.１６０４が、条件付所有権は、確か
に中間所有権ではないが、なおこれと同様、中間的権利の一類型であると
論じている（Anhang zu §３６８ HGB. Randnr. ９, S.１６０１も参照）。期待権が物
権であるか否かという問題について、G. Reinicke, MDR１９５９, S.６１３Fu note
７は、この問題は、単に術語の問題に過ぎないと述べている。期待権の認定
については、Forkel, Grundfragen der Lehre vom privatrechtlichen An-
wartschaftsrecht（１９６２）も参照。なお、以上の判例及び諸学説については、
Serick, a.a.O., §１１, S.２４８―２４９を参照。
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主の差押債権者の利益を考慮すべきだという金融ないし経済上の要請、
更に、留保買主の使用・収益している留保商品に対する第三者からの侵
害に対する保護の要請からにほかならない。この点は、期待権の譲渡な
いし譲渡担保、あるいは差押えなどを認めるという方向と、期待権に基
づく物権的請求権、あるいは損害賠償請求権の付与という方向へとつな
がる。しかし、期待権という概念は、所有権留保特約付き売買の当事者
間において、特に、留保買主の物権的期待権によって留保売主の所有権
を弱めるということを認めるものではない。
然るに、ドイツにおいて、期待権の効力を物権と同視するライザー
（Ludwig Raiser）博士によると、期待権は、民法の体系上は権利に分類す
べき物権であり、この物権は、取得を目的とし、取得の「前段階（Vor-
stufe）」であると表現されている（４５）。また、ライザー博士は、留保売主
の権利と留保買主の権利が全体的に見て完全な所有権を生み出す場合に
は、両者は共に「所有者」であり、譲渡人である売主の法的地位は、既
に予め取得者（留保買主）に譲渡されている権限によって弱められている
ものと解し、留保売主は、所有権の一部、即ち、代金完済までという期
間的な所有権（zeitliches Eigentum）を有しているに過ぎないとして、結
局、所有権留保売買の当事者は、「事前の所有者と事後の所有者」にな
るものと主張している（４６）。
45 Raiser, a.a.O., S.６４.
46 Raiser, a.a.O., S.５３―５４. ライザー博士は、一応、物権法定主義（種類限定主
義）にも言及するなど、他の研究者から批判された場合に備えてあらゆる準備
を整えた上で、取得者の手中にある「多かれ少なかれ重要な所有権の断片
（Eigentumsfragment）」という言葉を用いている。vgl. Raiser, a.a.O., S.６６―６７.
しかし、ライザー博士は、売買代金の割賦弁済による所有権の交換価値
の漸次的移転をもって「期間的な所有権」と論じているに過ぎず、所有権
者と期待権者の両名を一個の物の上の所有者として認定するための根拠に
ついては、判例法の形成に委ねるといった論理を展開するに過ぎないこと
から、一物一権主義、物権法定主義に関する問題点を払拭するような十分
な論証をするには至っていないように思われる。したがって、所有権分属
説を主張する者は、この点に関する論証をすることができなければ、単な
る場当たり的な発想といわれても仕方がないのである。
《論 説》
５９６（７１）
わが国における所有権分属説は、多かれ少なかれ、このライザー博士
の理論から影響を受けているものと思われる。しかし、このライザー博
士によって分割所有権（所有権の分属）という概念がもたらされた当のド
イツにおいても、一個の所有権が数人に分属されることはありえないと
いう理由により、分割所有権理論は否定されており（４７）、理論的な根拠に
乏しい。
47 Flume, a.a.O., AcP１６１, S.３９１―３９２, S.３９４―３９５、及びA. Blomeyer, a.a.O.,
AcP １６２, S.１９４. は、ライザー博士のいう「所有権の断片」という点を批判
し、留保買主の期待権は、条件成就前における条件付所有権取得の先行的
効力（Vorwirkung）を抽象的に要約したものにほかならず、その法的地位
は、物に関する所有者の現在の支配権能と同一の尺度では測れないという。
要するに、期待権は所有権取得の前段階ではあるが、部分的にでも所有権
ではないのであり、それゆえ所有権の分属などありえないと主張している
のである。
また、Flume, a.a.O., AcP１６１, S.３９２は、ライザー博士が、「我々は、さし
あたり、この期待に、物権という地位（Rang eines dinglichen Rechts）、即
ち、所有権の断片という地位を承認した後に、占有権を与えられたすべて
の物権の所持人は保護されるというように、期待者に、占有者としてだけ
ではなく、本権上の保護を与えるということが、物権法体系を鑑みても、
理に適っている」（Raiser, a.a.O., S．７６）と論じている点について、 そもそも、
「法的地位に関する帰結を導くために、ある法的地位に、本来的に、物権
という地位を「承認する」ということは許されない。むしろ、法的論証の
中で、法的地位の範囲を明らかにすることが重要である」とし、「所有者と
同様に、第三者からの侵害に対する保護が留保買主に帰属するという結論
が導かれるのであれば、その場合には、もちろん、物権的、即ち、所有権
類似の権利が留保買主に帰属するという結論が導かれる」が、ライザーは
このような論証を行っていない（できていない）と批判している。
更に、Flume, a.a.O., AcP１６１, S.３９７―398は、ライザー博士が留保売主の間
接自主占有権を否定し、留保買主の直接自主占有権を主張している点につ
いても、理由がないとして、これを批判している。即ち、フルーメ博士は、
「ライザーによると、担保物提供者（設定者：Sicherungsgeber）は債務の完
済による停止条件付所有者であり、担保所有者（譲渡担保権者）が換価権の
みを有するのに対して、留保売主は、解除によって留保買主の期待権を一
方的に取り除くことができるのであるから、留保買主の法的地位は担保物
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次に、このライザー博士の理論を参照しつつも、これを批判して、別
の構成を採っているブロマイヤ （ーArwed Blomeyer）博士によると、所
有権留保売買において、留保買主は、自己の購入物を代金債権の担保の
ために留保売主に質入れした状況と同じであるとし（解除条件付きの非占
有質権の設定）、留保売主の地位は、質権者と同じ換価権者に過ぎないの
で、留保買主の法的地位は、期待権者であると同時に、実質的所有者で
あると解している（４８）。しかし、このブロマイヤー博士の見解もまた、判
例及び学説の多数によって拒絶されている（４９）。その解釈が法政策上多く
の点において満足すべき結果をもたらすとしても、現行法とは相容れな
提供者の法的地位よりも脆弱である。したがって、担保所有権の場合にお
いて、担保物提供者が他主占有者であるならば、留保買主はなおさら他主
占有者でなければならない」というのである。
このように、ライザー博士の見解は、種々の点において批判されており、
否定的に解されている。
48 A. Blomeyer, a.a.O., AcP１６２, S.１９３,２００―２０１. この見解によると、留保所有
者が換価権を行使する際には、留保所有者は中間所有権ないし完全所有権
を有するといい、この考え方は、ライザー博士のいうところの「断片的所
有権」などという不明確な理論とは異なるものであると主張している（ders.,
S.１９８）。また、ブロマイヤー博士によると、譲渡担保の場合にも、設定者
が自己の所有物を解除条件付きで質入れするのと同じであると解している。
49 例えば、Raiser, a.a.O., S.５２f.; Wolff／ Raiser, a.a.O.,§１７９ Fu note１５, S.７３５;
Enneccerus／ Nipperdey, a.a.O., Ⅰ１, １５. Aufl., １９５９,§８２ Ⅱ４, Fu note１６, S.
４７６; Westermann, a.a.O.（Sachenrecht）,§３８,５, S.１９４; Staudinger／ Ostler,§
４５５BGB Randnr. ３６, S.２３１.このStaudinger／ Ostlerは、売主につき質権が設
定されるに過ぎないという見解は、既にMotive zu dem Entwurfe eines B
u¨rgerliches Gesetzbuches fu¨r das Deutsche Reich,Ⅱ, S.３１９で拒絶されてい
るというので、調べたところ、確かに、Motive, Ⅱ, S.３１９においては、古い
考え方として、買主は、自己に譲渡された目的物について、留保売主に対
し、質権設定のために協力すべき義務を負うというものがあり、所有権の
留保者において、そのような状況での合意が見られるかは分からないが、
今では、そのような考え方は捨て去られたものとみなすことができると論
じられていた。
反対説は、ほかにも、Flume, a.a.O., AcP１６１, S.３８５, ３８９f.; Duden, An-
merkung zu BGH, ２１．５. １９５３, JZ１９５４, S.４１, ４２; Bauknecht, Eigentumsvor-
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いからである（５０）。即ち、BGB第１２０４条以下によると、占有改定（Be-
sitzkonstitut）による質権設定の余地はなく（特に、占有改定による質権設定
を許さないというBGB第１２０５条を参照。）、また、BGB第１２２９条によると、
売却の権限が発生する前は、質権者が満足を受けず、もしくは適時に満
足を受けない場合において、物の所有権が質権者に帰属し、あるいは質
権者に譲渡される旨の合意（流質合意）は禁じられているからである（５１）。
次に、ドイツにおける旧来の判例・通説は、所有権留保の本質は売買
代金債権の担保にあると解していたが（５２）、近時の判例・通説によると、
所有権留保の本質は、第一に留保買主による無権限処分からの保護、第
二に留保買主の債権者からの保護という点にあり、留保買主の債権者か
behalt und Anwartschaftsrecht, NJW１９５５, S.１２５１, １２５４f.; Ohr, Kann der
Vorbehaltska¨ufer den wirtschaftlichen Wert seiner Anwartschaft auf
Erwerb des Eigentums an der Kaufsache auch ohne Zustimmung des
Vorbehaltsverka¨ufers zur Kreditsicherung nutzbar machen?, MDR１９５４, S.
３４３,３４４がある。
更に、留保買主の期待権に関するリーディングケースであるBGH, ２１. ５.
１９５３, BGHZ１０, S.６９, ７２は、控訴裁判所がブロマイヤー説（Blomeyer，NJW
１９５１, S. ５４８）に従って留保買主に対抗力ある物権的占有権を認めたのに対し
て、確かに、所有者に帰属する返還請求権（BGB第９８５条）から明らかになる
ように、所有者は占有権を有するが、停止条件の下で所有権を取得した者
は条件の成就まではまだ所有者ではなく、また、BGB第１５８条、第１５９条か
ら明らかになるように、条件の成就には遡及効はないという理由から、こ
の解釈には法律上の根拠が見られないとして、ブロマイヤー説に明確に反
対している。なお、以上に指摘した点については、Serick, a.a.O.,§１０, S.２０７
も明確に論じている。
50 この点の指摘とその理由づけについては、Raiser, a.a.O., S.５２f. を参照。
これに対して、Blomeyer, a.a.O., AcP１６２, S.１９３, １９８f. は、ライザー博士の
「断片的所有権」という見解を批判したのである。vgl. Serick, a.a.O., ibid.
51 vgl. Serick, a.a.O., ibid.
52 RG １１. ７. １８８２, RGZ7, S.１４７は、売買契約における所有権留保の目的は信
用売買の代金によって考えられうる最大限の担保を売主に与えることにあ
ると論じており、BGH ２４. １. １９６１, BGHZ３４, S.１９１は、留保売主は、所有権
留保により、質権や譲渡担保によるよりも強力な担保手段を留保したもの
と論じている。
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らの差押えに対しては、留保売主は第三者異議の訴え（ZPO第７７１条）を提
起して、執行手続の不許を求めることができるものと解されている。ま
た、留保売主は、売買代金債権を担保するものではないから、契約関係
を解消せずには、換価のための取戻しを請求することはできず、買主の
履行遅滞に際しては、留保売主は、契約を解除して、原状回復（所有権
に基づく返還請求権の行使）や損害賠償の請求をする権利、即ち、契約上
の清算請求権を担保するものと解されている（５３）。この解釈は、留保買主
53 代表的な判例として、BGH１.７.１９７０, BGHZ５４, S.２１４がある。本判決は、
所有権留保に特有な解除規定を含むBGB第４５５条の改正の際に、従来の多数
説が無解除引揚権を肯定していたのに対して、『債務法改正鑑定意見』（U.
Huber, Kaufvertrag, in: Gutachten und Vorschla¨ge zur U¨berarbeitung des
Schuldrechts, hrsgg. vom Bundesminister der Justiz, Bd.１, １９８１, S.９１１,
９２２.）及び『債務法改正草案最終報告書』（U. Huber, Abschlu bericht der
Kommission zur U¨berarbeitung des Schuldrechts, １９９２, S.２３７.）において、
無解除引揚権を否定する論拠として引用された最重要判例である。そして、
この考え方により、BGB第４４９条２項に「解除による引揚権」が規定された
のである。本判決の事案は次のとおりである。
Ｘが所有権留保付で供給した缶詰の自動溶接機械に瑕疵があったので、
買主Ｙは６０万ベルギーフランの損害が発生したとして賦払金の支払を拒絶
した。これに対して、Ｘは、BGB旧第４５５条（現行第４４９条）の所有権留保に
おける解除条項を援用し、３日間の猶予期間を定めた上で支払を催告し、
支払なきときは機械を引き揚げる旨を通知した上で、代金支払請求訴訟を
提起した。しかし、Ｙは代金の支払も機械の返還もせず、反対に、この機
械によってＹが被った損害の賠償を求めるために訴えを提起した。原審は
Ｙの請求を棄却したので、Ｙが上告した。
このような事案において、BGHは、所有権留保の本質は留保買主の無権
限処分からの保護、留保買主の債権者からの保護という２つの効力の中に
見られるとし、この問題は、留保買主の履行遅滞の場合において、留保売
主が契約を解除せず、あるいは不履行による損害賠償を請求していないが、
取戻しそれ自体によって附加的に担保され、同時に、遅滞を清算するため、
留保買主に圧迫を加えることができる場合に初めてその意義を獲得すると
して、この点から、売買代金債権を満足させるため、質権者（Pfandgla¨ubiger）
あるいは担保所有者（Sicherungseigentu¨mer）が売却物を換価するのと同じ
ようには、留保売主には、売買契約の解消なくして売却物の取戻権を与え
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には、第三者との関係における物権的期待権はともかくとして、留保売
主との関係においては、 所有権（及び類似の権利関係）は移転しておらず、
留保売主の所有権が留保買主との契約関係に拘束されてはいるものの、
完全所有権の留保と考えなければ、このような権利関係を構成すること
はできない。この点において、純然たる担保権としての質権及び譲渡担
保権と、純然たる担保権ではない留保所有権とは、当事者の権利関係に
相当の開きが存在するのである。ここで、誤解されるといけないので、
一応断っておくが、この理論構成は、売主・買主という二当事者間にお
ける原初的な所有権留保における法的構成に関して述べているだけであ
る。本稿の中心に位置する三者間契約における金融機関の留保所有権に
ついて論じているのではない。
３．留保買主の期待権に関する日本法における議論について
前述したように、わが国の多数学説は、ドイツにおける旧来の判例及
び学説の影響を受け、「所有権留保の目的は売買代金債権の担保にある」
という金科玉条の法命題をそのまま受け入れ、また、ライザー博士の
「所有権分属説」や、ブロマイヤー博士の「非占有質権説」の影響を受
けて、担保権的構成説を採用し、更に、フランスの新民法が所有権留保
を明確に担保権として扱うことに決したことから（５４）、もはや近時のドイ
ツ法の解釈を採らないかのような姿勢を示している。
ることはないと判示した。また、BGHは、契約を解除しないと、売買契約
及び売主の所有権移転義務が存続するので、留保売主は、場合によっては、
買主が未払金の支払と引き換えに再度売買目的物の返還を請求してくる可
能性があるので、買主に売却物を準備して更に待つ必要があるところ、留
保売主は、BGB旧第４５５条、旧第３２６条によって行動に出る場合に初めて、
この契約上の義務から解放されるので、留保条項は、およそ留保売主の売
買代金債権を担保するものではなく、契約を解除した場合における留保売
主の権利を担保するものであるとして、留保売主の無解除取戻権を否定し
た。
54 現行フランス民法において、所有権留保は、「担保として留保された所有
権（De la proprie´te´ retenue a｀ titre de garantie）」という標題の下、担保権
として規定されている（CC第２３６７条１項）。
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しかし、わが国の学説にも、「所有権留保の目的は売買代金債権の担
保にある」と解しつつも、「純然たる担保権というわけではない」と解
する余地のある論調もある。
例えば、鳥谷部茂教授は、所有権留保特約は留保売主の債権回収確保
という目的を有し、そのために所有権が売主にあることを必要とするの
であるが、債権者（留保売主）による所有権の行使は代金支払手段として
のものであるから、債権回収を確保するという範囲に限られ、それ以外
の権利行使は買主に委ねられるので、目的物の占有・利用権は原則とし
て買主にあるものと解している（５５）。それゆえ、留保買主が債務不履行に
陥ったときには、留保売主は、所有権に基づく返還請求権を行使するこ
とができるとし、その場合には、留保売主は買主に対して清算義務を負
うという（５６）。これに対して、留保買主の法的地位は将来の所有権取得と
いう物権的期待権であり、この権利は、そのほかに、目的物の利用権、
被担保債権の弁済による受戻権、そして、受戻権を失う場合の清算（金）
個々の条文を概観すると、まず、留保物が他の物に付合した場合でも、
損害を与えずに分離が可能であれば、債権者の権利行使は妨げられない
（CC第２３７０条）。また、種類物の所有権留保は、買主に引き渡した留保物に
特定されず、債務者ないしその計算で保持されている同じ種類、同じ品質
の財産に質権が認められている（CC第２３６９条）。また、転売代金債権や保険
金債権への物上代位が認められている（CC第２３７２条）。更に、代金が完済さ
れないときには、債権者（留保売主等）は財産の返還を求めることができ
（CC第２３７１条１項）、代価による弁済充当（同条２項）、債権者の清算義務
（同条３項）が規定されている。つまり、改正ドイツ民法においてさえ認め
られなかった「換価のための無解除引揚権」が明文で認められている。こ
れらの規定により、フランスにおいては、所有権留保を「所有権」ではな
く、「担保権」として明文化したことを意味する。
55 鳥谷部茂「非典型担保」『物権法（青林法学双書）』（青林書院、１９９３年）２８９
頁（３１９頁）。鳥谷部教授は、「被担保債権」という用語を使ってはいるが、
所有権分属説や抵当権説のような典型的な担保権的構成説について、前者
は所有権の移転が不明確であり、後者は債権法のみならず、物権法におい
ても基礎となるべき意思理論に反するという理由から、「採用しえない」と
明確に論じている。この点は、前掲書（本註）３１８頁を参照。
56 鳥谷部・前掲書（『物権法』）３１９頁。
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請求権などを含むものと解している（５７）。
また、鳥谷部教授は、そもそも、譲渡担保の法的構成において従来の
学説が「所有権的構成説」と「担保権的構成説」とを対立軸として構成
し、理論構成してきたという点に対して批判的な検討を行っている。鳥
谷部教授は、この点について、学説が担保権的構成説を強調したのは、
譲渡担保の「担保としての実質」を推進するためであったと分析してい
る。例えば、所有権的構成説の代表格とされてきた四宮和夫博士の信託
的譲渡説は、債権者に所有権が移転するとしつつ、債務者に物権的追及
力を付与し、対内的のみならず、対外的にも担保の実質を反映しようと
するものであった。それゆえ、鳥谷部教授は、この信託的譲渡説を「所
有権的構成説」として位置づけること自体、誤った見方であると指摘す
るのである（５８）。
そもそも、ドイツにおける信託的譲渡説は、イェーリンク（Rudolph
Jhering）博士が、１８５８年、法律行為における信託関係には虚偽表示類似
の行為があり、これを虚偽的な法律行為（ein simuliertes Rechtsgescha¨ft）
とならぶ外形行為（das Scheingescha¨ft）という概念を用いて類型化し、信
託的な虚偽行為類似の行為を純然たる虚偽行為と区別するという意味に
おいて、これは法律行為と結びつけられた法的効果を意図的に排除する
虚偽行為とは異なり、当該行為に含まれた個々のしかもおそらくは全く
二義的な効果を目指して行われるものであるとし、ただ、歴史的にいえ
ば、その多くは不便な法律を回避するという意図に由来しており、本
来、虚偽行為から生まれたものであるが、その虚偽行為が正当のものと
なり、古代法学においても認められ、慣習法として認められたものにほ
かならないと主張したという点に端を発した理論である（５９）。
その後、この信託的譲渡説は、コーラ （ーJosef Kohler）博士が、１８７８
57 鳥谷部・前掲書（『物権法』）３１９頁。
58 鳥谷部茂『非典型担保の法理』（信山社、２００９年）７１頁以下、特に、９１頁以
下を参照。
59 Rudolph Jhering, Geist des ro¨mischen Rechts auf den verschiedenen
Stufen seiner Entwicklung, ２. Theil ２. Abt.（４. Aufl., １８８３）§４６; ３. Theil １.
Abt.（４. Aufl.,１８８８）§５７,§５８.）。
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年、イェーリンク博士の提唱した虚偽表示と外形行為との区別を承認し
つつ、譲渡担保（買戻特約付売買）は法律行為の虚偽的外形（Schein）を作
出する虚偽行為（Simulation）とは異なり、当事者が、「ある法律行為をそ
の法律効果とともに欲するもの」であり、所謂「隠れた行為」として理
論的に検証し、動産や債権の譲渡担保の合法性を主張したのである（６０）。
そして、この理論構成によって、その後のドイツにおける判例・通説が
形成されていったのである。四宮博士は、これらドイツにおける一連の
信託的譲渡説に従って理論構成を行ったに過ぎないのである（６１）。それゆ
え、担保権的構成説が批判するような所有権的構成説など、わが国の学
説上は最初から存在しないのである。しかし、ドイツにおいては、かつ
て破産法（Konkursordnung）時代には譲渡担保権者に完全所有権が移転す
るという理論が存在しており、設定者の破産手続上は譲渡担保権者に取
戻権が認められていた時代もあるので、その限りにおいては、所有権的
構成説は存在していた。しかしながら、この倒産法における譲渡担保権
者の取戻権という理論構成は、１９９４年までの倒産法改正（正確には、破産
法〔KO〕の廃止、倒産法〔InsO〕の制定）論議の中で消え去ったのである（６２）。
さて、わが国の学説に戻るが、次に、高橋眞教授は、譲渡担保との違
いに着目し、所有権留保特約によると、債権者に所有権が移転するので
はなく、元々、売主（債権者）が有している所有権が代金完済を条件とし
て買主に移転するのであるから、一旦、買主に完全な所有権が移転する
60 Josef Kohler, Studien u¨ber Mentalreservation und Simulation, Jherings
Jahrbu¨cher fu¨r die Dogmatik des heutigen ro¨mischen Rechts und deut-
sches Privatrechts, Bd.１６,１８７８, S.９１［S.１０９,１４０ff.］.
61 四宮和夫「信託行為と信託」『信託の研究』（有斐閣、１９６５年）３頁（１００頁）
参照。なお、このドイツにおける信託的譲渡説に関しては、近江幸治『担
保制度の研究』（成文堂、１９８９年）１８９頁以下、石口修「集合債権譲渡担保の
対抗要件と目的債權の移転時期」久留米大学法学第５８号（２００７年）１頁（８―２４
頁）を参照されたい。
62 譲渡担保権者の「所有権」は、完全所有権ではなく、換価権に過ぎない
ということを確定した判例として、BGH, ２４．１０．１９７９, NJW１９８０, S.２２６があ
る。この点に関しては、R. Serick, Eigentumsvorbehalt und Sicherungsu¨ber-
tragung Neue Rechtsentwicklungen,２.Aufl.,１９９３, S.３８ff.を参照されたい。
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などということは、留保所有権を担保目的に制限するために必要な前提
とはならないと主張する（６３）。他方、買主の地位は、売買に基づいている
ので、貸借型契約のように物の返還を前提としておらず、留保売主の担
保を害さないという制約つきで自分の物として利用することができるも
のと解しており、買主は、将来、所有権を取得しうるという期待権及び
目的物の利用権とから構成される物権的地位を取得するという（６４）。それ
ゆえ、高橋教授は、所有権留保を特別の担保設定契約とは考えず、留保
売主が担保目的に限定された留保所有権を有するものと構成し、買主へ
の所有権移転がないのであるから、留保所有権は対抗要件を備える必要
がないといい、買主の物権的期待権については、買主は目的物の引渡し
によって対抗要件を具備したものと解している（６５）。
このように、わが国においても、売買契約の当事者間において所有権
留保特約が約定されたという場合において、所有権が売主に帰属すると
いう学説が存在する（６６）。このような考え方によると、買主の権利につい
ては、停止条件付所有権移転の期待という単なる債権的権利に止まら
ず、第三者との関係においてもその効力を保全しうるようにするため
に、所有権取得の期待権を物権的期待権として構成する必要がある。こ
の点は、このような理論構成を採用した研究者は共通して考えているこ
とであろう。しかし、いずれも、所有権留保の目的を「売買代金債権の
担保」としてしか捉えていないという点に難点があるように思われる。
所有権留保は、「停止条件付での所有権移転の合意」であり、ここで
百歩譲って、その目的が売買代金債権の確保であるとしても、これを
63 高橋眞『担保物権法』（成文堂、第２版、２０１０年）３１６頁。
64 高橋・前掲書（『担保物権法』）３１６頁。
65 高橋・前掲書（『担保物権法』）３１６―３１７頁。高橋教授も、留保所有者の所
有権を担保権と構成するものではあるが、留保買主に所有権が移転しない
という立場であることから、本稿においては所有権的構成・物権的期待権
説として分類すべきものと考えている。
66 もちろん、鳥谷部教授、高橋教授のみならず、前掲した道垣内教授もま
た、同様の理論構成であり、物権変動は生じておらず、所有権は売主に帰
属しているものと構成する。道垣内・前掲書（『担保物権法（旧著）』）３０４―３０５
頁、同『担保物権法（新著）』（有斐閣、第３版、２００８年）３６１―３６２頁参照。
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もって「譲渡担保と同一の担保権」であると、どうしていえるのであろ
うか。買主の地位は、代金の完済という停止条件の成就と同時に、所有
者（であると同時に他主占有権者から自主占有権者への転換が生ずる。）とし
て確定するだけであり（条件付譲渡による当然の効果である。）、留保売主
の地位は、同様に、代金完済によって所有者でなくなるに過ぎないので
ある。留保売主は、直接に融資をしているのではなく、売掛代金債権を
有しているのでもない。買主に一定の分割払いによる支払猶予期間を与
え、売買代金債権を割賦弁済によって回収しているだけであり、割賦弁
済が滞った場合には、契約を解除し、物権的返還請求権によって留保商
品を引き揚げるだけである（いうなれば、買主の所有権留保は、この原状回
復請求権を担保するものである）。そうであるからこそ、商品信用取引
（Warenkredit）というのであり、ここには金融信用取引（Geldkredit）とい
う概念の入る余地はない。
したがって、割賦弁済期間中における商品所有権の帰属者は、留保売
主であり、決して、留保買主ではない。留保買主は、所有者ではない
「使用者（いわば、使用賃借人：Mieter）」である。本来は、債権的な使用
権者のはずであるが、前述したように、留保買主の立場について、物権
的な効力を付与されずに、第三者からの執行や侵害に対して対抗しえな
いのでは、「将来の所有権移転請求権を保持する者」としての意味がな
い。そうすると、この場合には、不動産所有権の移転請求権を保全する
ために仮登記をした条件付所有権移転請求権者のような地位を確保する
必要がある。そうであれば、現実に引渡しを受けて使用しているという
ことから、留保買主には対抗力を付与する必要があるのである（第１７８
条）。
現行民法の制度上は、引渡し対抗要件主義を採らざるを得ないが、私
見によると、留保買主は所有権留保特約の効果として使用権が与えられ
ているに過ぎず、留保所有者から占有権原を媒介されている占有代理人
に過ぎない（直接他主占有者）。民法第１７８条は、動産譲渡の対抗要件であ
るところ、留保買主はまだ譲渡を受けていない（正確に言うと、売買とい
う譲渡行為はあるが、その効力が発生していない）。この意味において、留
保売主の地位を確定し、留保買主の物権的期待権を保全するためには、
《論 説》
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本来は仮登記制度を創出する必要がある。したがって、立法論として
は、動産・債権譲渡特例法において動産譲渡留保の仮登記制度を創出す
ることが望ましい。
第４節 担保目的の所有権留保の対抗力
第１項 三者間契約による所有権留保の特徴
平成２２年最判の所有権留保の目的がローン会社の立替払い債権の担保
であり、担保目的としての所有権留保であることを確定した上で、次
に、この所有権留保契約の特徴について、再確認しておく。
本件の所有権留保は、自動車販売会社Ａと購入者Ｙ、そして、ローン
会社Ｘとの三者間契約により、Ａが所有権留保特約付でＹに販売し（こ
の時点での留保所有者はＡであり、この時点では、ＡがＹに商品信用を与え
ている。）、次に、ＸがＹに代わってＡに売買代金を立替払して、Ａが留
保所有権をＸに譲渡するという契約である。この場合には、代金を獲得
したＡの与信行為は終了し、同時に、Ａ・Ｙ間の売買契約はその目的を
果たして終了している。この場合には、ＹがＸから融資を受けて、Ａに
代金を完済したといえるので、Ｙが所有者であり、Ｘに自動車を担保提
供して、譲渡担保権を設定するという契約でもよい。しかし、本件で
は、立替払によってＡの留保所有権をＸに譲渡するという三者間契約に
基づいているので、譲渡担保ではなく、所有権留保となっている。しか
しながら、Ｘは売主ではなく、売買契約（及びＡの商品信用行為）は終了
しているので、契約上の地位の移転ではなく、留保所有権のみの移転で
ある。これを譲渡担保と同様の担保権設定契約と解する場合には、Ｘは
立替払債権（商品代金額、利息・手数料などで構成する。）を被担保債権とす
るということになる。それゆえ、本件の場合には、Ａの代金債権がＸに
譲渡されるということではない。
本来は、この立替払の際に売主がローン会社に売買代金債権を譲渡
し、ローン会社は、この譲渡された債権＝立替払債権（立替払を原因とす
る譲受債権として存続する。）とその利息及び手数料等の債権を一括して担
保するために、譲渡担保権と類似する留保所有権を取得するものと解す
留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位
５８５（８２）
ることもできる（６７）。しかし、平成２２年最判の事案では、このような債権
譲渡は用いられていない。そこで、原審や一部の学説において見られる
ような法定代位構成が検討されるのである。
第２項 留保所有権の移転は法定代位によるものではない
元々、Ａの地位とＸの地位とは同じではなく、Ａの商品与信者という
地位はＸによる代金の完済によって終了し（Ａは与信行為から脱退す
る。）、この立替払によって、新たにＸの金融与信者という地位が成立す
るのである。つまり、Ａは完全所有権を留保していたが、これが立替払
によってＸの担保所有権に転換し、Ｘがこれを取得したのである。Ｘは
債務者に代わって弁済しており、形としては弁済による法定代位（第５００
条）が生ずるというシチュエーションとなる。この場合には、通常、債
権者Ａの有していた代金債権や付従性ある担保権はＹとの間において相
対的に消滅するが、Ｘに対しては相対的に存続し、移転するという解釈
が用いられている。
しかし、本件のような契約においては、Ｘには約定によって留保所有
権が移転しているのであり、この留保所有権の移転は法定代位の効果に
よるものではない。たとえ、留保所有権を担保権として構成するとして
も、留保所有権には債権との付従性がないからである。したがって、法
定代位で移転するのは、あくまでも代金債権のみである。商品信用取引
に基づく担保権ではないＡの留保所有権が、純然たる担保権であるＸの
留保所有権に転化するのであるから、法定代位によるものではないとい
うことは明らかである（６８）。これは約定による留保所有権の移転ではある
67 ドイツにおいては、このように売主から金融機関への債権譲渡を用いた
留保所有権譲渡の合意が行われている。この点については、前掲BGH,
２７．３．２００８判決を参照。
68 しかし、法定代位説によれば、Ａの留保所有権も担保権と構成するので、
これが法定代位によってＸに移転するだけだという。千葉恵美子「複合取
引と所有権留保」内田・大村編『民法の争点』（有斐閣、２００７年）１５３頁（１５４
頁）、田高・「前掲論文」金融法務事情１９５０号５４頁以下、及び前掲最判平成２２
年６月４日の原審判決などを参照。
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が、この移転合意は、実は購入者を交えての譲渡担保権類似の担保権設
定行為にほかならないのである（６９）。つまり、この場合には、三者間合意
による物権変動（担保権設定契約）があり、留保所有権の譲受人は、この
合意に基づいて、譲渡担保権類似の担保権の設定を受けたものと解する
ことになる。
第３項 譲受留保所有権の対抗要件
次に、それでは、この譲渡担保権に等しいＸの留保所有権は、第三者
に対抗しうるものであろうか。譲渡担保権の設定であれば、Ｘは設定者
この法定代位説に立つと、平成２２年最判の場合には、留保所有者Ａの顧
客Ｙに対する債権及び留保所有権について、Ｘがそのまま代位するので、
Ａの保有していた権利関係及び対抗関係がそのまま承継されるという点に
おいて、大変便利ではある。この法定代位においては新たな対抗要件の具
備を必要としないという解釈は、夙に、我妻榮『新訂債權總論』（岩波書店、
新訂１０刷、１９７２年）２５４頁が、法定代位は「弁済によって消滅すべきはずの
権利が、法律上当然に、弁済者に移転するのであって、譲渡ではない。
従って、対抗要件を必要としない」と論じており、これは通説・判例（大判
昭和２年７月７日民集６巻４５５頁）であると論じていたという点を論拠とす
る。因みに、この判例は、任意代位においては債権譲渡の対抗要件である
第４６７条の準用があるが（民法第４９９条２項）、法定代位においてはその準用
はないので（第５００条参照）、対抗要件は必要ないという文理解釈を行ったも
のである。
しかし、所有権留保に基づく留保所有権が法定代位によって移転するか
どうかという問題については、所有権留保の法的構成によっては難点があ
り（本稿で紹介したドイツの判例・通説と私見を顧慮されたい。）、また、破
産法や民事再生法上の別除権者の認定手続における権利確定という要求に
対しては、その公示性という点において明確性に欠ける。この意味におい
て、平成２２年最判が法定代位構成を採用しなかったことには相応の理由が
ある。
69 これを特別の合意と解する説として、安永正昭「所有権留保の内容・効
力」加藤・林編『担保法体系Ⅳ』（金融財政事情研究会、１９８４年）３７０頁（３８６
頁）があり（同柚木＝高木編『新版注釈民法⑼物権⑷』〔有斐閣、改訂版、１９８８
年〕９１１頁）、また、譲渡担保権の設定と解する説として、佐藤昌義「クレ
ジット会社の所有権留保」NBL４６３号（１９９０年）３７頁（３８―４０頁）がある。
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であるＹから占有改定による引渡しを受けるのであるが、留保所有権の
譲渡による場合にはそれがない。それでは、どのように対抗力を保持す
るのであろうか。前述した学説の多くは、留保所有者には対抗要件は不
要であると論じていた。しかし、所有権留保特約は債権契約における条
件付の物権的合意であるから、留保所有者の地位を第三者との関係にお
いても確保・確定するためには、対抗関係が発生する前においても、占
有権の保持が必要であろう（第１７８条類推）。
しかしながら、この点は、売主・買主という二当事者間の所有権留保
においては、元々、留保売主が間接自主占有権を保持しているので、全
く問題はない。この意味において、売主と買主との間においては、物権
変動は生じていないのと同じことに帰着する。
問題は、担保所有権に転化する本件のような譲受留保所有権の場合に
おいても、この留保売主の間接自主占有権者という状況に変化はないの
かである。留保所有権の譲渡を受けたローン会社の所有権が担保所有権
（担保権）であるとすれば、購入者の有する物権的期待権は実質的には所
有権である（ただし、譲渡を予定する留保商品で転売授権がなされた場合以
外は、一般的に買主に処分権能はない）。このように解すると、担保権者
である留保所有者は、対抗要件を必要とするので、原則として、占有改
私見はこの両説と密接に関連するが、「留保所有権」は約定によって販売
店からローン会社に移転するのであり、この過程において譲渡担保の設定
があったものとみなす場合には、購入者を設定者と擬制することになる。
決して、販売者から購入者に所有権が移転し、購入者がローン会社との約
定によって譲渡担保権を設定するという構成ではない。そうでなければ、
純粋に三者間合意と解することができないからである。しかし、担保目的
の留保所有権はローン会社にあるので、その反射的効果として、購入者を
実質的所有者と構成するということになる。
なお、印藤「前掲論文」金融法務事情１９２８号８４頁は、「所有権留保に物権
変動を認めるのか」ということで、三者間契約による所有権留保に特化せ
ず、一般的に所有権留保に物権変動があるのかという観点から従来の学説
（道垣内説、高木説など）を掲げて検討しているが、この点は、売主・買主
という二当事者間の所有権留保との違いを顧慮していない昨今の判例・多
数説の立論と同一の観点からのものであり、妥当ではない。
《論 説》
５８２（８５）
定によって引渡しを受けたものと解さざるをえない。このような意味に
おいて、本件のような登録自動車の所有権留保においても対抗要件を必
要とする。本件のような登録自動車の場合において、自己の留保所有権
として、この権利関係を確定するには、登録変更が必要である。
元々、Ａ・Ｙ間の約定では、代金完済まで売主Ａに所有権が留保され
ており、留保買主Ｙは引渡しこそ受けているが、Ｙには所有権が移転し
ていない。しかし、この関係は、原留保所有者Ａが所有権と間接自主占
有権を保持しており、留保買主Ｙは直接他主占有権の付与による使用権
を保持しているという状況である。本件のような約定においては、この
Ａの所有権のうち、処分権能が停止条件付で担保所有権という形でＸに
移転したものと解すべきである（私見によると、およそ譲渡担保権の設定契
約も同様の構成となる）。したがって、Ｘは担保所有権としての留保所有
権を保持しており、間接自主占有権をＡから取得している。つまり、占
有権の意味としては、占有改定によって引渡しを受けた譲渡担保権者と
同じく間接自主占有者となるものと解すべきである（しかし、原留保所有
者の場合には、この間接自主占有権が契約時から備わっているという点にお
いて、両者は観念的には異なる）。この意味において、担保所有権として
の留保所有権もまた、元々、約定による対抗力（ある意味、占有改定によ
る引渡しと類似する関係である。）を保持しているのである。ただ、この代
理占有は公示性がないので、第三者との間において紛争になりやすい。
そこで、前述したように、条件付法律行為として、動産・債権譲渡特例
法に仮登記制度を設ける必要があるのである。誤解があるといけないの
で、重ねて述べておくが、本件の場合には、登録自動車が留保商品であ
るということで、特別に、登録変更という対抗要件を必要とするだけで
あり、通常は、原則として、譲受留保所有者が新たに特別な対抗要件を
具備することは不要ということである。
第４項 平成２２年最判における譲受留保所有者の地位
さて、Ｘの留保所有権に関する対抗力について整理がついたところ
で、平成２２年最判における譲受留保所有者Ｘの第三者対抗力に関する処
理について考察を加えることとする。
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平成２２年最判の構成は、①Ａの留保所有権がＸに移転したのは、Ａの
所有自動車をＸに譲渡したことによる、②Ａの留保所有権は代金債権を
担保するものであるが、Ｘの留保所有権は代金以外の手数料を含む立替
払債権を担保するものである、③Ａの留保所有権とＸのそれとは被担保
債権を異にするので、Ｘは弁済による代位の効果として立替払債権担保
のための留保所有権を取得していない、④それゆえ、Ｘの取得した留保
所有権の被担保債権である立替払債権の全額を担保・保全するには、そ
の対抗要件として、Ａの有していた自動車の登録では足りず、自ら登録
変更手続きを取る必要がある、⑤したがって、民事再生手続開始の時点
でＸを所有者とする登録がされていない限り、Ｘは、留保所有権を別除
権として行使することは許されない（民事再生法第４５条参照）としている。
この最高裁の構成のうち、①は、商品信用取引と金融信用取引に基づ
く所有権留保の違いを理解しておらず、これらを混同するものであり、
極めて遺憾である。次に、②も、Ａの原留保所有権の意味を①の理解に
基づいて行っているという意味において妥当ではないが、原留保所有権
と譲受留保所有権は異なるものだという意味においては、誤りはない。
次に、③は、被担保債権の違いを強調するだけであり、留保所有権の譲
渡という類型の担保権設定行為の意味を理解していない。また、法定代
位（第５００条）については、前述したように、弁済による代位によって債
権がＡからＸに当然に移転するというのが従来の通説・判例であるの
に、この点を無視しているという点において、妥当ではない。更に、④
は、留保所有者の地位に関する基本的な理解が足りない。Ａの立場であ
れば残代金債権額を全額保全しうるのに、Ｘの立場では立替金債権額を
一銭も保全しえないこととなる。この点は、代金債権額にプラスアル
ファの利息・手数料債権額が加算されたことで、別の債権が発生したと
いう解釈なのか、それとも債権の範囲の問題であるのかであり、判旨か
らは、後者の問題であるということが分かるが、これを「当事者の合理
的意思に反する」という理由によって代金債権額を含む全額の対抗力を
否定するという解釈は、Ａの代金債権部分はそっくりそのままＸに法定
代位により移転したという事実を故意にミスリーディングしている。こ
の点も看過しえない程度に不当である。
《論 説》
５８０（８７）
登録自動車の所有権に関する対抗力という点に関しては、登録の変更
手続が用意されているので、これに従うほかはない。ただ、民再法第４５
条の規定が、別除権者としての基本的な権利関係を確定しておかなけれ
ば、別除権者としての資格を付与されないという意味であれば、これも
全く問題はない。この点は、登記・登録制度の完備されている物件につ
いては、この制度の範囲内でのみ対抗力を取得することに間違いはない
のである。しかし、同条の文言は、再生手続開始前に登記・登録を具備
しておかなければ、開始後は、その登記・登録の効力を主張しえないと
規定するのみであり、「別除権者の地位確保」という効力は、直接的に
は導かれない。むしろ、この点は、明文をもって確定すべきである。
また、再生手続開始前に経由しておくべき「対抗要件」としての登記・
登録の必要という観点からは、Ｘは誰との間において対抗関係に立つの
かという問題が生ずる。この点は、従来、再生債務者Ｙとの対抗関係が
生ずるという見解が多数説及び裁判例である（７０）。その理由は、破産手続
の管財人が総債権者の利益のために破産財団に属する財産を差し押さえ
たものと解するのと同様（差押債権者は「第三者」である。）、民事再生手
続の再生債務者も、再生債権に関して再生計画を定め、債権者との間の
民事上の権利関係を適切に調整し、再生債務者の事業または経済生活の
再生を図るという目的から、再生債務者の財産を差し押さえた差押債権
70 伊藤・前掲書（『破産・民事再生』）６７３頁、６７５頁、山本克己「民事再生手
続開始の効力」ジュリスト１１７１号（２０００年）２７頁、山本和彦「再生債務者の
地位」園尾ほか編『最新実務解説一問一答民事再生法』（青林書院、２０１１年）
４１１頁など参照。
また、裁判例として、大阪地判平成２０年３月３１日（判例時報２０３９号５１頁）
は、「再生手続が開始された以上、再生債務者は、再生債権者のために公平
かつ誠実に、財産を管理処分するとともに再生手続を遂行する責務を有す
る再生手続の機関として、民法１７７条の第三者である再生債権者の利益の実
現を図るべき再生手続上の責務を有するのである。このように考えると、
再生債務者は、登記をしなければ物権の取得を対抗できない民法１７７条の第
三者である再生債権者の利益を実現すべき再生手続上の機関として、再生
債権者と同様、民法１７７条の第三者にあたる」ものと解している。
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５７９（８８）
者類似の地位を認めるという点にある（７１）。
そうすると、再生計画に支障を来す別除権者の存在を認めさせるとい
うことは、再生債務者との関係において対抗関係に立ち、別除権を行使
するには、民再法第４５条の登記・登録を必要とするという意味になる。
自動車業界の実情を顧慮すると、自動車の登録変更は必要に応じて行
われるというのが実情であり、特に、自販業者と自販業者系の信販会社
との間においては、当初の自販業者の「所有者」登録と、購入者の「使
用者」登録のままにしておくというのが一般的であり、立替払時に敢え
て系列の信販会社に登録変更をすることの実益は少ないと考えられてい
る（７２）。この意味において、平成２２年最判のＸ信販においても、自販業者
Ｙを信頼して、登録変更を行わなかったものと思われる。
しかし、いくらＸがＹを信頼していたとしても、Ｙが本件立替金等債
務について支払を停止し期限の利益を喪失したのが平成１８年１２月２５日で
あり、小規模個人再生による再生手続開始の決定を受けたのが平成１９年
５月２３日であるから、債権管理という点において、Ｘの懈怠は大きいも
のと言わざるをえない。Ｘが民再法第４５条を知らなかったのか、それと
71 伊藤・前掲書（『破産・民事再生』）１７４頁、６５２頁によると、破産手続開始
決定、再生手続開始決定により、前者は破産管財人が、後者は再生債務者
が、それぞれ「機関」として、財産の管理処分権を有し、いずれも破産債
権者、再生債権者の利益に資するように行動すべき義務を負担するので、
この意味において、総財産について差押債権者類似の地位を認めるという
解釈につながるのである（同・２４８―２４９頁、６７２―６７３頁）。
72 この点に関しては、田高「前掲論文」金融法務事情１９５０号５５―５６頁を参照。
現実には、購入後における自動車の使用者と自販業者とのつながり（定期点
検や車検、修理など）の深さから、登録名義は変更しないことが多いようで
ある。
また、佐藤「前掲論文」NBL４６３号４１頁は、三者間契約とはいっても、ロー
ン会社の従業員が販売店に出向くわけではなく、営業コスト削減のため、
販売店に契約書面を預けておき、実質的には契約事務を委託しているとい
う実情があるからだという。つまり、所有名義を変更するために書類と印
鑑証明書を陸運局へ持っていくという事務をローン会社が行えば、販売店
に事務委託している意味がないということである。
《論 説》
５７８（８９）
も、登録変更をしなくとも、法定代位によって別除権者として扱われる
と思っていたのであろうか。自動車登録制度を不動産の登記とリンクさ
せて意識していれば、このような事態は防止しえたのである。いずれに
せよ、Ｘはローン会社としての債権管理を怠っていたものとして扱われ
ても、文句を言える立場にはないであろう。
第５節 私見的考察の総括
本稿においては、平成２２年最判の事案について詳細に検討し、それぞ
れの論点において私見を提示してきたが、本稿において中心に位置づけ
た三者間契約による所有権留保の合意に関する理解について、現在の判
例・多数説と私見との間には大きな相違点がある。私見は、売主・買主
という二当事者間の所有権留保は「商品信用取引」であり、ローン会社
を交えての三者間契約による所有権留保は「金融信用取引」であるとい
う考え方を大前提としているので、ここからの帰結として、前者は「所
有権を留保」しており、後者は「担保所有権を留保」していることにな
る。
本件は、後者の事案ではあるが、その前提として前者（原留保所有者）
の法律関係が存在している。この点を無視する（存在しないとする）見解
もあるが、それは、契約の本質を見落とした謬見である。
次に、民再法第４５条の解釈問題であるが、平成２２年最判の原審判決
は、「法定代位構成」を採用し、原留保所有者の権利関係の範囲内でそ
の譲受人が代位するものと解し、同条の適用に関して、ローン会社自身
の自動車登録は不要と解していた。しかし、最判は、原留保所有者の債
権が代金債権であり、譲受留保所有者の債権が手数料を含んだ立替金債
権であることを理由として、同一の留保所有権が移転したものと解する
のは契約当事者間の合理的意思に反するものと解し、同条の適用に関し
て、ローン会社自身の自動車登録が必要であると解したのである。
この点に関しては、その対策として、契約書の文言において明確に法
定代位を規定しておけば、原留保所有者の有していた代金債権の範囲内
では別除権の行使が認められるものと解し、これによって平成２２年最判
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５７７（９０）
対策となる旨を論ずる向きもあるが（７３）、民再法第４５条の趣旨が、別除権
者としての地位を明確にし、権利資格付与の要件として登記・登録を要
するという趣旨であれば、たとえ、契約書において法定代位を明確にし
たとしても、自身に登記・登録を具備しない譲受留保所有者に別除権を
付与することは認められないということになる（７４）。
この結論は、登記・登録を要件とする対抗ないし権利資格付与という
要請のある制度との牴触問題に限るのであり、たとえ、三者間契約によ
る所有権留保であり、担保所有権としての留保所有権の場合であって
も、約定による対抗力が付与される場合には、不要な議論となろう。い
ずれにせよ、前述したように、現代において存在意義のある所有権留保
を類型別に制度化し、留保売主、留保買主、それぞれの地位に関して、
仮登記による権利関係の確定的な保全を図るべきことが求められる。こ
れは、予防法学的観点からの帰結である。
本稿は、紙数の関係上、留保所有権の譲渡と譲受人の法的地位に関し
て、ドイツにおける詳細な議論の内容を論じた上で比較法的に検討する
ことができなかった。この点については、本稿の後半部分として別稿を
用意しているので、詳細は別稿において検討することとしたい。
（２０１３年６月１日脱稿）
〔追記〕
半田吉信先生は、私の研究人生に多大なる影響を与えてくださった、いわ
ば「師匠」である。出会いは、平成元年の夏頃、当時大学院修士課程を修了
したばかりの私が拙い論文を送付させていただいたことを機縁とするもので
あった。
当時、半田先生は、下森定先生と好美清光先生の共催に係るドイツ民法研
究会の幹事を岡孝先生、円谷峻先生とご一緒に務めておられ、偶然にもこの
３人の先生に論文を送付させていただいたご縁により、この研究会に勧誘さ
れたのである。そして、平成２年１月、この研究会に参加を許可されたこと
73 田高「前掲論文」金融法務事情１９５０号５６頁、６１頁参照。
74 小山「前掲判研」金融法務事情１９２９号５９頁は、公平の観念という観点か
ら、私見と同旨の見解を採用している。
《論 説》
５７６（９１）
によって私の人生は大きく変わり、研究論文を次々と発表する土壌を与えて
いただいた。それは、下森・好美両先生を始めとする諸先生からのご指導と
ともに、ドイツ債務法の改正に関する共同研究の影響が大きく、当時の新進
気鋭の研究者が多数集い、激しく議論を戦わせていたことに多大なる影響を
受けたからにほかならない。
このたび、半田先生は定年を迎えられたが、定年というには些か早過ぎる
感があり、自分自身、大変驚いている。現実にまだ現役でご活躍なさってお
り、これからも、末永く現役であり続け、更に、今までと同様、今後もご指
導を賜りたいと思っている。そうとはいえ、年齢を重ねられたというのもま
た事実であるから、今後は、ご自愛にてお過ごしいただくようお願いしたい。
言葉足らずで大変申し訳ないが、今日まで賜ったご指導についての感謝の言
葉としたい。
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５７５（９２）
